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はしがき
わが国では、高齢人口の急速な増大とともに認知症高齢者数も増加 し、認知症ケアが
高齢者政策の中心的課題となっている。介護老人福祉施設は現在 5500、介護老人保健施
設は3400を越え、利用者の介護度の重度化や医療依存度の上昇への対応 とともに、利用
者の終末期ケアヘの対応が求められている。近年の調査によれば、介護老人福祉施設利
用者の9割以上が認知症を有 し (厚生労働省,2004)、施設内死亡の増力日が予測されるに
もかかわらず、これに対応する看取リガイ ドラインを整備 している施設は 1割にとどま
っている (医療経済研究機構,2003)。2007年10月には、厚生労働省により、「終末期医
療の決定プロセスに関するガイ ドライン」が提案され、基本的な考え方や本人、家族 と
医療、ケアチームの話し合いと合意が強調されているが、事前指示 (advanced directive)
が最終的に高齢者の意思が終末期医療に反映されたものは、わずか 3～5%に過ぎない(井
口,2006)。ことに認知症高齢者の場合には、意思決定の合意形成プロセスのあり方、事
前意思をどのように把握し終末期ケアに反映させていくかなどの口果題が残 されている。
高齢者にとつて最大の課題である「生の終結」を支えることは老年看護に課せ られた
重要な使命であるにもかかわらず、日本の認知症高齢者の終末期ケアや終末期医療は高
齢者の意思を充分反映しているとは言いがたい。そこで、認知症高齢者の終末期ケアに
いかに高齢者自身の意思を反映させてケアを行 うか、その具体的な看護方法を明らかに
することを目的として本研究を行つた。
筆者 らは、平成 20年度「介護老人福祉施設における認知症高齢者の事前意思を尊重 し
た終末期ケア調査」を行い全国介護老人福祉施設 1135施設より回答を得た (回H又率
21.6%)。認知症高齢者の終末期ケアに対して、施設独自のケア指針を持つている施設は
11%で、看護管理者は、「職員教育が不十分」、「具体的な方法が不明確」などの困難を抱
えていることが明らかとなった。このような経緯にから本研究 「介護保険施設における
認知症高齢者の事前意思を尊重 した終末期看護介入方法の開発」に着手 した。
本報告書では、全国 1135の特別養護老人ホームにおいて実施 している具体的な認知症
ケアの方法と内容に関する質問紙調査結果の分析を行い、「認知症高齢者の終末期におけ
る対応方針 と施設の体制」「認知症高齢者の終末期ケア上の困難とその対応方法」「長野
県の介護老人福祉施設の終末期ケア体制の特徴」「認知症高齢者の終末期における事前意
思を支えるケア内容と方法―長野県内看護老人福祉施設の特徴一」について報告する。
さらに全国22か所の施設看護管理者へのインタビュー行つた結果の一部の概要を説明す
る。
研究代表者  渡辺 みどり
研究課題
介護保険施設の認知症高齢者の事前意思を尊重した終末期看護介入方法の開発
平成21年度～23年度 科学研究費補助金 (基盤研究 (C),研究課題番号 :21592909)
研究組織
研究代表者 :渡辺みどり (長野県看護大学 看護学部 老年看護学分野 教授)
分担研究者 :百瀬由美子 (愛宍H県立大学 看護学部 老年看護学 教授)
千葉真弓 (長野県看護大学 看護学部 老年看護学分野 准教授)
多賀谷昭 (長野県看護大学 看護学部 里山。遠隔看護学分野 教授)
細田江美 (長野県看護大学 看護学部 老年看護学分野 助教)
曽根千賀子 (長野県看護大学 看護学部 老年看護学分野 助教)
松澤有夏 (長野県看護大学 看護学部 老年看護学分野 助教)
交付決定額 (配分額)
総計
平成 23年度
平成 22年度
平成21年度
3,200
800
700
1,700
直接経費
960
240
210
510
間接経費
4,160
1,040
910
2,210
合計
2
日本看護福祉学会誌詭1.15 No.2,99‐■0(2010年3月)
介護老人福祉施設における認知症高齢者の終末期ケア上の困難とケア方法
―施設内での看取り割合による比較一
渡辺みどり,千葉真弓,細田江美,松澤有夏,曽根千賀子
要   約
施設内での看取り割合が異なる介護老人福祉施設集団において、認知症高齢者の終末期ケア上
の困難、ケア内容・方法の違いを明らかにすることを目的に、全国 5249施設の看護師長を対象
として自記式質問紙調査を行った。
1137施設から回答が得られ (回収率 21.7%)、有効回答は968(有効回答率85.1%)であつた。
施設内の看取り割合40%以上群と40%未満群でχ2検定により比較検討した。
40%未満群では医師・看護師体制などの困難を有意に高割合で抱えていた。施設内での看取り
が40%以上群は、40%未満群よりも、「高齢者の意思確認」について、媒体、時期、聴取の仕方、
聴取の回数などに配慮して高割合で実施 していた。40%以上群では、代理決定する家族に対して、
看取りに関する具体的な情報や選択肢の提供などが高割合で実施されていた。以上から、認知症
高齢者の終末期ケアの意思確認に必要な手順と、代理決定者となる家族への支援のあり方に示唆
が得られた。
キーワー ド:認知症高齢者, 終末期ケア, 介護老人福祉施設
1.はじめに
わが国では、近年、高齢人口の急速な増大とともに認知症高齢者数も増加 し、認知症ケアが高
齢者政策の中心的課題となつている。ことに介護老人福祉施設は現在 5500を越え、利用者の介
護度の重度化や医療依存度の上昇への対応とともに、利用者の終末期ケアヘの対応が求められて
いる。近年の実態調査によれば、介護老人福祉施設利用者の96.0%が認知症を有し 1)、 施設内死
亡の増加が予測されるにもかかわらず、これに対応する看取リガイ ドラインを整備 している施設
は少ない ♪。2007年10月に厚生労働省により、「終末期医療の決定プロセスに関するガイ ドラ
イン」が提案され、基本的な考え方や本人、家族と医療、ケアチームの話し合いと合意が強調さ
れている。しかし現実には、認知症高齢者の場合などの意思決定の合意形成プロセスのあり方、
本人と家族に対する意思決定支援方法は確立しておらず、これらは介護老人福祉施設の終末期ケ
ア体制整備の障害となつている。
近年の認知症高齢者の終末期医療については、欧米ではすで医学的、看護学的、倫理的ならび
に医療経済学的観点からさまざまな議論が行われ、終末期患者には積極的な延命治療を避ける傾
向もある 3)。日本の高齢者の終末期医療に関する調査 ゆによれば、事前指示(advanced direct汁e)
は、主治医の35%がされていないと回答し、最終的に高齢者の意思が終末期医療に反映されたも
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のは、わずか 3～5%に過ぎなかつたという。日本における高齢者の終末期ケアや終末期医療は高
齢者の意思を充分反映しているとは言いがたい。
一方、これまでの認知症高齢者ケアに対する研究は、行動障害への対応、ADLやコミュニケー
ション能力の評価、あるいは家族の困難などに焦点が当てられてきた 5)。 高齢者にとって最大の
課題である死を支えることは、老年看護に課せられた重要な使命であるにもかかわらず、認知症
高齢者の終末期ケアの問題は高齢者全般のそれに内包されたまま、充分に議論されてこなかった。
2.研究 目的
本研究は認知症高齢者が尊重される終末期ケアを目指し、介護老人福祉施設の施設内の死亡割
合が異なる集団において、認知症高齢者の終末期ケアで抱えている困難、実施 しているケア内容
および方法がどのように異なるのかを明らかにすることを目的とした。
3.研究方法
1)データ収集方法
WAMネット上で施設名と住所が確認できた全国の特養 5249施設の看護師長に対して、2008
年 8月20日～9月20日に研究の趣旨と倫理的配慮を説明した書面と質問紙を郵送により配布 し
た。
2)データ収集内容
(1)質問紙の構成
施設の規模、要介護度別入所者数、職種別人員数、夜間の看護体制、過去一年間の場所別 (当
該施設内、病院、自宅、その他)死亡者数、死亡診断の方法について数値を記入する形式で構成
した。加えて、「終末期ケアで抱えている困難」9項目、「施設で実施している終末期ケア内容と
方法」に関する20項目について該当の有無を問う形式により構成した。
(2)「終末期ケアで抱えている困難」と「施設で実施している終末期ケア内容と方法」の項目の作成過程
「終末期ケアで抱えている困難」および 「施設で実施している終末期ケア内容と方法」に関す
る調査項目について作成過程別に表 3及び表 4に示した。「終末期ケアで抱えている困難」に関
する9項目は、平木らpのグループホームヘの調査用紙を参考に、老年看護学研究者 5名でグル
ープディスカションを行い、介護老人福祉施設の特徴を考慮して作成 した。
「施設で実施している終末期ケア内容と方法」は、研究者らが先に行つた「特養における終末
期ケアの事前意思決定に関つる看護職の困難とその解決の方略」7181の質的研究結果に基づいた。
この研究結果の、認知症高齢者の事前意思決定支援に対する看護方略を説明する4カテゴリー 【多
職種の協働により具体的かつ個別的に意思確認をする】【情報と選択肢を提供し家族の決定役割を
支えるI【状況に応じて家族の気持ちの変化に対応する】【高齢者に代わり家族が代行決定する視
点を援助する】とこれらのサブカテゴリー (高齢者から意思確認できる場合は高齢者から、でき
ない場合は家族から確認する)(多様な方法で意思確認する)(選択肢と情報を提供する)(家族に
時間的ゆとりを配慮する〉(家族に意思決定役割を意識づける)(変化し得る家族の気持ちを尊重
する)(高齢者の最善と尊重の視点を助言する〉(高齢者と疎遠な家族の関係を調整する)に基づ
いて検討した。ディスカションの際には1項目が1援助内容により構成されること、平易な表現
4
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になることなどに留意した。老年看護学研究者 5名でグループディスカションを行つた結果、「施
設で実施している終末期ケア内容と方法」に関する20項目が抽出された。さらに、この20項目
を文化人類学研究者 1名、生命倫理学研究者 1名、終末期ケアの研究実績を持つ成人看護学研究
者 1名に、研究目的を説明して提示し、項目の内容の妥当性に関する助言、表現上の助言を得て、
微修正した。
3)データ分析方法
項目ごとに記述統計量を算出した。調査集団の過去一年間の死亡者数に対する当該施設内での
看取り数の割合 (以下、施設内看取り割合とする)の968施設の分布を確認 したところ、正規分
布ではなかった。そこで中央値を確認 したところ38.5%であつた。この値を参考に、施設内での
看取り割合40%以上の施設群 (n=477)と40%未満の施設群 (n=491)の2群間で 「終末期ケ
アで抱えている困難」に関する 9項目、「施設で実施している終末期ケア内容と方法」に関する
20項目の回答割合を比較した。平均値の差の検定には分布を確認 した上で t検定を、回答割合の
比較にはχ2検定を用いた。統計解析ソフトは
表1 調査施設の終末期ケアに関する概要
SPSSVer.15を用い、有意水準は5%未満とした。
4)倫理的配慮
研究協力者や所属施設の匿名性の厳守、研究
協力の自由、研究協力の有無によって不利益は
ないことを説明した。調査用紙の返送をもつて
同意が得られたものと判断した。得られたデー
タは個人や施設が特定されないように処理を行
い厳重に管理した。本研究は長野県看護大学倫
理審査委員会の承認を得て実施 した。
4.結果
1)調査施設の概要
調査用紙は、1137施設から回収された (回収
率 21.7%)。そのうち施設の属性、過去一年間
の場所別死亡者数、「終末期ケアで抱えている困
難」および「施設で実施 している終末期ケア内
容と方法」の項目への記入が得られているもの
を有効回答とみなした。その結果有効回答は、
968(有効回答率 85.1%)となった。調査施設
の概要を表 1に示した。
(1)調査施設の属性
調査施設の設置主体は904施設 (98.4%)が
社会福祉法人、次いで31施設 (3.2%)が市町
村立であった。施設定員は平均 71.4±26.4人で
あった。併設施設は、シヨー トステイが929施
設 (96.0%)と最も多く、次いでデイサービス
設置主体
社会福祉法人
医療法人
市町村立
広域連合
その他
未記入
入所定員 平均・標準偏差
併設施設
ショー トステイ
デイサービス
訪問看護
訪間介護
100床あたりの看護師配直数
平均・標準偏差
入所者の平均要介護辰
平均・標準偏差
看取り加算取得の有無
あり
なし
準備中
その他
未記入
終末期ケア指針作成の状況
施設で独自に作成した指針がある
独自の指針を作成中である
厚生労働省の通知を目安にしている
指針なし
その他
未記入
過去一年間の死亡者数/100床
平均・標準偏差
過去一年間の死亡者数に占める
施設内での看取り割合
平均・標準偏差
n=968
施設数 (。/o)
904 (93 4。/。)
1(010/o)
31(32%)
15(16。/。)
12(12%)
5(050/。)
714±264人
施設数 (%)
929(960%)
781 (80 70/。)
40 (4 19る)
347 (35 80/。)
70±33人
39±03
施設数 (0/o)
515 (53 2。/6)
346(358。/O)
70 (7 20/o)
27 (2 89る)
10(100/o)
施設数 (0/o)
564 (58 30/c)
54(569/。)
157(1620/o)
113(117%)
22(22%)
58(600/。)
176±80人
5
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781施設 (80.7%)、訪問介護 347施設 (35.8%)であつた。
施設の 100床当たりの看護職配置数は 7.0±3.3人と、法的規定の3人を大きく上回つていた。
入所者の平均要介護度は 3.9±0.3であつた。
(2)調査施設の終末期ケアの取り組みの概要
終末期ケアに関連 した施設の特徴をみると、看取 り加算を取得 している施設は 515施設
(53.2%)、準備中 70施設 (7.2%)であり、両者をあわせると約 6割の施設が看取り加算を取
得または取得する方向で施設運営されている現状にあつた。終末期ケア指針の作成については、
施設で独自に作成した指針を持ちている施設が 564施設 (58.3%)、作成中が 54施設 (5.6%)
であつた。100床あたりの過去一年間の死亡者数は平均 17.6±8.0人であつた。過去一年間に施
設内で看取つた者の割合は、40.8±32.9(最小 0～最大100)%とそのばらつきは大きかつた。
2)施設内看取 り割合が異なる2群間の比較
(1)施設の属性の比較
施設内看取り割合 40%未満群と40%以上群の施設属性の比較を表2に示した。施設の入所定
員、入所者の平均要介護度、100床当たりの看護職員配置人数で両群に有意差はなかつた。過去
一年間の死亡者数/100床においては、施設内看取り割合 40%以上群が未満群よりも有意に高か
った (t=5,7,p<0.001)。
表2.施設内死亡割合の異なる2群の属性の比較
戸高1陛
施 設 内死 亡 割 合
400/o以上 群
n=477
検 定結 果
入 所 定 員 71 8=L29 2人    70 9二生25 5人
再二】]三=SD
入 所 者 の 平 均 要 介 護 度
平 均 士SD
100床あた りの 看 護 師配 置 数
ョ三挺]」=sD
過 去 一 年 間 の死 亡 者 数/100床
再二均 士SD
施 設 内 死 亡 割 合
400/O未満 群
n=491
3 8±0 3
69±3 1人
16 2±7 6人
n s
n s3 9±0 3
7 0±34人 n s
19 1=生8 1人     t =5 7, pく0 001
(2)「終末期クアにおける困難」の特徴
調査集団全体で、最も終末期ケアにおいて困難と回答した割合が高かつた項目は、「職員の心理
的負担が大きい」(53.3%)が半数以上を占め、次いで 「看護職員の夜勤体制が整っていない」
(42,9%)、「医師がすぐにかけつけられない」(38.9%)であった。
「終末期ケアにおける困難」について 9項目のχ2検定結果を表 3に示 した。施設内での看取
り割合が40%以上の施設は、40%未満の施設に比べ「医師がすぐにかけつけられない」、「医療機
器がそろつていない」、「看護職員の夜勤体制が整っていない」、「症状が急に悪くなつた時に施設
では対応 しきれない」、「症状が悪くなった時に、すぐに入院できる保障がない」と感 じている割
合は有意に低かった。
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表3.施設内看取り割合による終末期ケア上の困難の比較
n三968
調査項目
全体
施設内看取り割合
400/。未満の施設群
n=491
施設内看取り害!合
40%以上の施設群
n三477
χ2検定
結果
「はい」と回答
した施設数 (%)
377(389%)
253 (26 1略)
415 (42 9略)
283  (29 2略)
257  (26 5陥)
516 (53 8%)
351 (36 3路)
269  (27 8路)
241  (24 9%)
はい  いいえ  はい  いいえ  χ2値 有意確率
I医師がすぐにかけつけられない
2医療機器が整っていない
3看護師の夜勤体制が整つていない
4看護師の配置数が少ない
5介護職員が少ない
6職員の心理的負担が大きい
7症状が急に悪くなった時には施設では対応しきれない
8症状が急に悪くなった時に、すぐに入院できる保障がない
9臨終にふさわしい居室環境が整つていない
234
145
234
145
122
254
194
120
132
143
108
181
138
135
262
157
149
109
318
56
54
04
14
09
45
55
19
***
*
**
ns
ns
ns
*
*
ns
料*:D(0001, ネキ:D(001 辛:Dく0 05 n s ino sittnificant ぢ'示す
料 :p〈o∞1,料:pくo(ll,=p(0∝n s irてl sittifi側止 鮎
(3)「認知症高齢者の事前意思を尊重した終末期ケア内容・方法」の特徴
① 調査集団全体の回答結果
調査集団全体で、「認知症高齢者の事前意思を尊重した終末期ケア内容・方法」の具体的な
内容で、最も実施 されていた項 目は、「8.高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する」
(77.0%)であり、次いで「14.家族に意思決定を求める場合には家族間で話 し合つて決め
るように促す」(71.7%)、「1,意思確認できる場合には高齢者から、出来ない場合には家族
から確認する」(71.5%)といずれも 70%以上の施設で行われていた。一方、実施されてい
る割合が低かつた項目は「19.高齢者の意思を実行するよう家族に提案する」(5.7%)、「6.
一見遠慮 しがちな高齢者でも踏み込んでじつくりと聞いて意思を確認する」(9.8%)、「8.高
齢者がしっかりとしているうちに意思確認を行う」(13.8%)であつた。
② 「認知症高齢者の事前意思を尊重した終末期ケア内容・方法」の比較
施設での看取り割合 40%以上群と 40%未満群の「認知症高齢者の事前意思を尊重 した終
末期ケア内容・方法」のχ2検定結果を表4に示した。「1.意思確認できる場合に高齢者から
出来ない場合は家族から確認する」、「2.書面を活用して意思を確認する」、「3.高齢者がし
つかりとしているうちに意思確認を行 う」、「4.時期を変えて複数回意思確認を行 う」、「5.
複数の職種で意思確認を行 う」、「6.一見遠慮 しがちな高齢者でも踏み込んでじっくりと聞い
て意思を確認する」、「7.意思確認 しやすいよう信頼関係を充分に築く」、「8.高齢者の健康
状態を家族に具体的に報告する」、「9.高齢者の病状や様子を理解 してもらうために家族に来
所を促す」、「10,死期が近くなつた場合の看取りに関する具体的な情報を提供する」、「11.
死期が近くなった場合の看取り方に関する選択肢を提供する」、「12.決定に際しては即答を
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求めず時間的ゆとりを提供する」、「13.高齢者に決定能力がない場合には、家族に決定役割
を意識づける」、「14.家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるように促
す」、「15.意思決定に際して気持ちは変化しうるものであることを伝える」、「16.高齢者や
家族の気持ちの変化に応じて、その時々の気持ちを受け止める」、「17.高齢者にとって何が
最善かという視点を家族に助言する」、「18.高齢者の意向を尊重するように家族に依頼する」、
「20.高齢者と家族が疎遠な場合には関係の調整を行 う」の 19項目において、施設での看
取り割合40%以上群が、40%未満群よりも実施割合が有意に高かつた。「19.高齢者の意思
を実行するように家族に提案する」の項目のみ、2群の実施割合に有意差はなかった。
表4 施設内看取り割合による「認知症高齢者の事前意思を尊重した終末期ケア内容・方法」の比較
n=968
「行つている」
と回答した
施設数 (0/6)
693(715%)
514(53 1略)
134 (13 8鴇)
397(410的
259(268路)
95(98%)
453 (46 8%)
745(770的
622(642略)
618(638冊
642(663路)
581 (60 0げれ)
598 (61 8路)
694 (71 7%)
582(60 1路)
635(656粉
481(497%)
324(335%)
55(57路)
420(43叫)
施設内看取り割合
4096未満の施設群
n=491
施設内看取り割合
40%以上の施設群
n=477
χ2検定
結果
χ2値  紀量
全体
調査項目
1意思確認できる場合に高齢者から、出来ない場合は家族から確認する
2書面を活用して意思を確認する
3高齢者がしつかりとしているうちに意思確認を行う
4時期を変えて複数回意思確認を行う
5複数の職種で意思確認を行う
6-見遠慮しがちな高齢者でも踏み込んでじつくりと聞いて意思を確認する
7意思確認しやすいよう信頼関係を充分に築く
8高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する
9高齢者の病状や様子を理解してもらうために家族に来所を促す
10死期が近くなつた場合の看取りに関する具体的な情報を提供する
11死期が近くなった場合の看取り方に関する選択肢を提供する
12決定に際しては即答を求めず時間的ゆとりを提供する
13高齢者に決定能力がない場合には、家族に役割決定を意識づける
14家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるように促す
15意思決定に際して気持ちは変化しうるものであることを伝える
16高齢者や家族の気持ちの変化に応じて、その時々 の気持ちを受け止める
17高齢者にとつて何が最書かという視点を琢族に助言する
18高齢者の意向を尊重するように家族に依頼する
19高齢者の意思を実行するよう家族に提案する
20高齢者と家族が疎遠な場合には関係の調整を行う
行つて
いる
308
211
43
152
111
36
191
342
270
243
266
243
261
304
250
267
191
129
21
195
行つて
いない
183
280
448
339
380
455
300
149
221
248
225
248
230
187
241
224
300
362
470
296
行つて
いる
385
303
91
245
148
59
262
403
352
375
376
338
337
390
332
368
290
195
34
225
行つて
いない
92
174
386
232
329
418
215
74
125
102
101
139
140
87
145
109
187
282
443
252
376
40 2
20 7
40 8
83
63
24 3
29 2
36 4
87 6
64 7
45 2
30 6
46
34 5
54.6
45 5
22 5
36
52
***
*キキ
***
キ**
**
ホ*
***
半**
***
***
***
*半*
半**
***
*半キ
***
十**
***
ns
*
8
*器lp(0001, **ipく001.*:pく005,n s ino significant を示す
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5.考察
1)調査施設集国の特徴
本調査は全国の特養の全数調査により得た結果ではあるものの、回収率は21.7%であつた。全
国集団を反映しているか否かに関して、施設の属性、入所者の要介護度、看護職員の配置につい
て、全国の施設を対象とした平成 18年度介護保険施設調査 ″結果と比較した。本研究の調査施
設の属性は、設置主体は904施設と93.4%を社会福祉法人が占めた。これに対し、介護保険施設
事業所調査では、91.0%と近似値であった。本調査の施設規模の平均は70.9人であつた。前述の
同調査では、施設規模は入所定員の階級別に示された統計結果の平均は 70～80床未満の階級に
位置していた。このように、本調査集団は設置主体、施設定員の点において全国介護老人福祉施
設集団と異なった特徴はみられなかつた。
入所者の平均要介護度は、本調査では 3.9であり、全国値は 3.8と近似値であつた。看護職員
数においては、本調査では平均 7.0±3.3人/100床であり、平成 18年度全国介護施設調査結果か
ら算出した 5.3人/100床と
'“
べ看護師の配置数は多かった。
以上のことから、本調査の施設集団は、設置主体、施設規模、入所者の平均要介護度において
は全国集団と類似していたものの、看護職員の配置数が全国の施設よりも多いという特徴があつた。
2)施設内での看取りと看護職が抱えている困難
施設内の看取り割合40%未満群は「1.医師がすぐにかけつけられない」、「2 医療機器が整つ
ていない」、「8,看護師の夜勤体制が整っていない」、「7.症状が急に悪くなつた時には施設では
対応 しきれないJ、 「8.症状が急に悪くなった時に、すぐに入院できる保障がない」と回答 した
割合が、400/0以上群に比べ有意に高かった。林ら10は、施設内での死の看取りの体験事例から、
看護職が抱えている困つたことやジレンマとして「嘱託医・介護職・後方病院と連携が取れない
とき」、「利用者・家族の意向確認の難しさ」、「利用者の意向を実現できなかつた時」、「施設内で
死の看取 りをすることへの疑問」を報告している。堀内 11)は、特養における看取りが困難な理
由として、病院が終末の場所であるという社会全体の意識、医師・看護師の夜間休 日に不在また
は不足していること、物的医療整備の不備、地域医療との連携不足、スタンフの看取りに対する
恐れや知識の不十分さなどを指摘している。本調査の看取り割合40%未満群の有意に高かつた困
難の項目と比較すると、緊急時の医師体制、看護師の夜勤体制、入院施設の確保という点におい
て一致していた。
一方施設内での看取り割合 40%以上群においては、これらの困難への回答害1合は 40%未満群
よりも有意に低かつた。施設内での看取り割合40%以上群においては、施設内での看取り上の困
難に対する具体的な対応や整備が進められ、その結果施設内での看取り割合が高められていつた
ものと推察される。
3)認知症高齢者の事前意思の尊重とケア方法
本調査結果では認知症高齢者の事前意思決定「19.高齢者の意思を実行するように家族に提木
安す
る」のみに有意差が認められなかつたが、他 19項目においては看取り割合 40%以上群の方が有
意に高割合で実施されていた。有意差のあつた項目について、その意義と重要性について以下に
論 じる。
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(1)高齢者の意思確認とその方法
施設内看取り割合40%以上群においては「意思確認できる場合には高齢者からできない場合は
家族から確認するJという順序性を保ち、「書面を活用し」、「高齢者の意思がしっかりとしている
うちに意思確認を行う」、「一見遠慮しがちな高齢者でも踏み込んでじっくりと聞くJ、「意思確認
しやすいよう信頼関係を充分に築く」などが行われていた。即ち、必要な媒体、時期、聴取の仕
方、高齢者との関係などについて具体的に考慮されている割合が高かった。加えて、意思確認は
「複数回行う」「複数の職種で行う」などが高割合で実践されており、頻度、職種間の連携という
視点からも高齢者の意思確認方法が具体化されていると考えられる。
(2)代理決定する家族ケアの重要性とその手順
施設内看取り割合 40%以上群においては、「認知症高齢者の事前意思を尊重した終末期ケア内
容・方法」の家族に働きかけるケア項目においても、有意に高割合であった。具体的には、家族
に対して「家族に来所を促すJ、「高齢者の健康状態を具体的に報告する」など、日常的な高齢者
と家族の関係の維持に努め、死期が近づいた場合には、家族に「看取り方に関する具体的な情報
を提供する」、「看取り方に関する選択肢を提供する」などをより実施していた。さらに、家族の
代理決定に際しては、「員Π答を求めず時間的ゆとりを提供する」「気持ちは変化し得るものである
ことを伝える」など家族の立場や気持ちにも配慮 していた。その一方で、「家族に決定役割を意識
づける」、「家族間で話し合って決めるように促す」など、決定に対する動機づけや家族内での意
見の統合方法などにも介入していた。
これまで、施設入所認知症高齢者の家族は、生活の全局面において代理決定する問題に直面し
ており、それを専門職が支えることの重要性が強調されている 10。Sarahlゆは施設入所認知症高
齢者の終末期に関わる意思決定について、家族は決定役割への過重負担を感 じる一方で、ケア提
供者とのコミュニケーション不足も感 じており、ケア提供者の家族への支援がなければ意思決定
は一層困難になると指摘している。ことに終末期の意思決定には 「ゆらぎを認め、話し合 う」必
要がある 151。このような特徴を持つ意思決定において、その質が高く保たれるためには、情報が
充分であること、目的が明確であること、選択肢が明確であることが不可欠となる lD。この点に
おいて、本研究の施設内看取り割合40%以上群においては、代理決定支援に必要な情報や選択肢
の提供、時間的ゆとりや決定の緊張感を和らげるなどの実施割合が高かった。これらの内容は、
施設内での看取り経験を重ねることによって、施設内で具体的で個別的なケア実践とその評価に
よつて明らかにされ、その結果、実施割合も高められていつたと推察される。
(3)代理決定と高齢者の尊厳
施設内看取り割合40%以上群においては、家族の代行決定において「高齢者にとつての最善と
いう視点を助言する」、「高齢者の意向を尊重するように促す」というケアがより行われていた。
そもそも尊厳は、意思能力を有する者の自己決定がその原点である 17)。しかし、認知症高齢者は、
終末期には自らの意思を表現できる能力は失われる。このような状況において、代理決定の内容
が、高齢者にとって「善い」という観点は決定の倫理原則となる。即ち、認知症高齢者にとって、
終末期の生活がよりよいものであるように最大限の配慮がされるべきなのである。高齢者の終末
期に対する希望の構造には、その人の人生経験、家族、身体的状況などが影響する 1♪。即ち、高
10
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齢者がどんな人生を歩み、施設内でどんな生活体験をし、どんな表情や言葉で日常生活の意向を
表現してきたかという情報が、代理決定者には必要となる。看護職が日常的なケアで得たこのよ
うな情報を代理決定者に提供するという役割を果たすことによつて、代理決定者は高齢者の意向
をより浮き彫りにできるのである。
終末期医療に関する患者の 自己決定権は、1991年にアメリカで PSDA(Patient self
Determination Act)が制定され、2001年に我が国の老年医学分野おいて、高齢者の適切な医療
およびケアが充分に受けられていないという差別をなくすべく、「高齢者の終末期医療に関する日
本老年医学会の立場声明」1)が発表された。高齢者の終末期の人権の尊重が医療・介護現場で注
目されるようになった歴史は極めて浅く、2000年以降に本格的に取り組まれてきた。特養におい
ても決して例外ではない。特養に働く看護職が、その認知症高齢者の生活歴、日常の些細な場面
で見せる表情や言葉、安寧に感 じている場面を集積して、認知症高齢者の価値観や意向を尊重し
たケアを実践することこそが、認知症高齢者の尊厳を守ることにつながる。
6.結論
本研究は、「終末期ケアで抱えている困難」、「施設で実施している終末期ケア内容と方法」につ
いて全国の特養 1137施設から回答を得た。施設内での看取り割合40%未満群と40%以上群の 2
群間で比較検討 した結果、以下のことが明らかとなつた。
1)施設内での看取り割合 40%以上群では、医師体制・看護師体制、急変時の入院体制などに困
難を感 じている割合が、40%未満群よりも有意に低かつた。
2)施設内での看取り40%以上群では、「高齢者の意思確認Jにおいて、媒体、時期、聴取の仕方、
聴取の回数、高齢者との関係を考慮してケア実践している割合が、40%未満群よりも有意に高
かった。
3)施設内での看取り40%以上群では、日常的な高齢者と家族の関係維持、看取りの具体的な情
報提供、選択肢の提供など、家族の代理決定を支える実施割合が40%未満群よりも高かった。
<今後の課題>
今後の課題として、以下のことが考えられる。
1)本研究は、施設内看取り割合を従属変数として、どのようなケアが看取り割合に影響をもた
らすのかを説明し得るモデルを作成する。
2)ケアとケアの関連を明らかにし、認知症高齢者の事前意思を尊重した看取りのため実践的提
言を明確にする。
多忙な業務の中、調査の回答に、ご協力いただきました介護老人福祉施設看護職の皆様に、心
より感謝申し上げます。
本研究は平成 18年度長野県看護大学特別研究補助金を受けて実施 しました。
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The Nursing Holxiles'I〕証丘culties and Ter】minal Care Practice for
lntlividuals with DeIIlentia
‐Comparison by Taking Care Ratio of Death in Nursing Home‐
Midori Watanabe(Nagano College of Nursing)
Mayumi Chha(NaganO College of Nursing)
Emi Hosoda(Nagano College of Nursingl
Y■lka M[atsuzawa(Nagano College of Nursingl
Chikako Sone(Nagano College of Nursing)
Abstract
The purpose of this study was to deter■line differences taking care ration of death in
nursing Lome between nursing homes'difficulties and terⅡ五nal care pra tice for residents
with deⅡlentia.The survey forIJ:l was distributed to 5249 nursing homes. The facilities'
diJhculties in ter■l al care and nursing practices were investigat(,d.
The questionnaire was answered by l137 facilities(21.5%).Data are grouped into two
groups by taking care ration of death in nursing homesi more than 40% or under 40%.Chi
square tests were used to analy7e the data.
In the under 400/O group, nursing adI五nistrators felt dinttculties of medical staffs'
disposition and medical treatments.In the over 400/O group,nurses heard about intention of
residents with dementia for terHlinal care. Furthermore nurses provided information and
choices enabling faⅡlilies to lnake proxy decisions.
There were relationships between the taking care ration of death in nursing home and
ter■lillal care practices for people with demelltia.It is necessary to administer care based on
the decisions of the elderly and provide support to both the elderly and their faI五lies for
end‐of‐life care purposes.
Key Word i older people with dementia,ter■linal care,nursing home
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介護老人福祉施設での終末期における対応方針と施設の体制
―終末期ケアの取り組みの有無による比較一
千葉真弓,渡辺みどり,細田江美,松澤有夏,曽根千賀子
要   約
介護老人福祉施設 (以下特養)における終末期ケアの体制づくりへの示唆を得る目的で、終末期ケア
の取り組みの有無による終末期における式穏方針と体制の違いを比較検討した。
全国の5249施設に射し、終末翔ケアに関する質問紙を配布し■37施設 (回収率21.60/0)より回答を
得た。終末期ケアの取り組みを行つている施設群 (11807)とそうでない施設群 (n=318)の1125施設
(有効回答率 98。90/0)を分析対象とし、χ2検定およびt検定により比較検討した。結果、終末期ケアの
取り組みを行つている施設群が、終末期の施設対応、終末期ケアの施設指針策定、看取り介護加算取得、
事前意思聴取の実施割合が有意に高く (P<0.001)、臨終時の医師の死亡確認体制、看護師の夜勤体制
で有意差が見られた (P<0.01)。さらに施設で看取つた割合、入居者の平均要介護度も有意に高かつた
(P<0.001)
結果から終末期ケアの取り組みを行つている施設は、終末期において施設で看取る対応方針を示し、
そのための体制を整え、施設で看取つた割合も高くなっていたと考えられた。
1.はじめに
わが国の介護老人福祉施設 (以下特養とする)数は現在 5,500を越え、利用者の要介護度の重度
化や医療依存度の上昇への対応に加えて、利用者の終末期ケアヘの対応が求められている。介護保
険導入前に行われた特別養護老人ホームヘの調査1)では、ターミナルケアを実施している施設は
80,4%におよぶと報告されており、山田ら2)の行つた特養の終末期ケアに関する全国調査でも、「特
にターミナルケアということを意識した対応は行つていない」と回答した12.9%の施設以外は、何
らかの終末期ケアの提供を行つていたことが報告されている。このような中で2006年の改正介護保
険法の施行により、「重度化対応力日算」と「看取り加算」が新たに算定されるようになり、介護保険
施設での終末期ケアに対する経済的な裏づけがなされるようになつた。
これら「重度化対応カロ算」や 「看取り介護力日算」を取得するためには、施設の終末期ケア指針を
策定し利用者に対して明確に示すことや、看護の管理者を常勤で少なくとも1人は配置すること、
終末期ケアに関する研修を行うことなど、終末期ケアの体制を整えることが条件として定められて
いる。これらは、2009年の更なる改定で「重度化対応加算」の廃止に伴つて「看取り介護加算」の
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算定要件に移行している。
改正介護保険施行前の実態調査3)によれば、特養利用者の9割以上が認知症を有し、施設内死亡
の増加が予測されるといわれている。終末期ケアの指針策定については、1割の施設にとどまって
いるとの報告4)がされており、介護保険改正による「看取り介護加算」の新設を機に、施設禾U用高
齢者への終末期ケア提供のために、終末期のケア体制の整備を進めた施設が増加してきていると予
測される。
特養における終末期ケア提供のためには、体市1の整備として終末期ケアに対する施設対応の方針
を打ち出し、それに沿つた独自の終末期ケア指針を策定しておくこと、その指針に基づいて、入居
者および家族からの事前意思聴取を行い終末期ケアに活用することが求められる。 しかし、これら
終末期ケアを提供するための体制がどの程度整備されているか、また実際に入居者を施設内で看敗
る割合については、介護保「父改正後のデータとして明らかになつていない。したがって終末期ケア
の取り組みを行つている施設と、そうでない施設において実際の看取りの場所、ならびに入居者の
重症度、終末期ケア提供のための施設の体制と医師、看護師の夜間体制、ならびに看護師の配置割
合の違いを明らかにすることで、施設で終末期ケアを実際に提供するために必要な体制作りへの示
唆が得られると考えた。
2.研究 目的
特養において、終末期ケアの取り組みを行つている施設とそうでない施設での、終末期における
施設の対応方針や施設独自の終末期ケア指針の策定、医師体制、看護師の配置割合や夜勤対応の違
いを明らかにする。
3.研究方法
1)質問紙による郵送調査
平成 20・年 7月の時,点において、全国の特養のうちで独立行政法人福祉医療機構の運営するワ
ムネットに登録され、インターネット上で所在地を公開している5249施設を調査対象とし、施設
の概要と終末期ケア提供の状況を把握している看護の管理職者に質問紙の記入を依頼した。
2)データ収集期間 :2008年月20日～9月20日.郵送留置き法で回収した。
3)調査内容:施設の概要と過去一年間の看取り件数に占める施設内での看取り割合,病院死の割合 ,
看護師の配置人数、終末期ケアの取り組みの有無、施設独自の終末期ケア指針策定の有無、看取
り介護加算の取得状況と事前意思聴取の有無について質問紙を作成し把握した.
施設の概要については、設立主体、設立年数、入居定員、現入居者数、要介護度別の入居者数、
職種別の職員数、過去一年間の入居者の死亡者数ならびに看取りの場所別の死亡者数を把握 した。
終末期ケアの取り組みの有無、施設独自の終末期ケア指針の有無、看取り介護加算の取得、事
前意思聴取の有無、臨終時の医師の死亡確認体制、については、それぞれ該当する項目より1つ
を選んでもらい、夜間の看護体制、終末期における施設の対応方針については、選1尺肢より該当
する項目すべてを選択する方法で回答を得た。
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4)対象 :全国の5249施設の特養より、H37施設 (回収率21,6%)から回答が寄せられた。このう
ち、終末期ケアの取り組みについて無回答だつた12施設を除外し、「1.取り組んでいる」、「2.
取り組んでいない」の質問項目に対して「1.取り組んでいる」と回答した807施設と、「2.取り組
んでいない」と回答した318施設の計1125施設 (有効回答率98.9%)を分析対象施設とした。
4.倫理的配慮
長野県看護大学倫理委員会の承認を得て研究を行つた。研究依頼については、各施設の施設長な
らびに看護管理者宛に文書で研究運旨と目的の説明、研究参加の自由、匿名性の遵守について説明
を行つた。調査用紙の返送をもつて研究参加に同意が得られたものと判断した。
5,分析方法
分析対象となつた施設の概要を把握するために、施設の入所定員、職員数、平均要介護度、施設
で看取つた割合と病院死の割合について統計的に解析した。
終末期ケアの取り組みの有無別に、「取り組んでいる」と回答した807施設を「終末期ケアの取り
組みあり」群とし、「取り組んでいない」と回答した318施設を「終末期ケアの取り組屡ノtなし」群と
した。この2群間において、以下の項目について比較した。
終末期における施設の対応方針、施設独自の終末期ケア指針策定の有無、事前意思聴取の有無、
看取り加算の取得状況、ならびに臨終時の医師の死亡確認体制、夜間の看護師体制については、χ
2
検定を用いて分析した。さらに、入居者の平均要介護度、100床あたりの看護師数、前年度一年間
の死亡退所者における施設内で看取つた割合ならびに病院死の割合については、等分散性を′確認し
t検定によつて比較した。有意水準は5%とし、統計解析にはSPSS15.0」for WIttlDOWSを用いた。
6.結果
1)対象施設の概要
分析対象となった施設の概要を表 1に示す。設置主体の内訳を見ると、社会福祉法人が 1048
(93.2%)施設と最も多く、次いで市区町村38(3.4%)施設、広域連合 18施設 (1.6%)、その他
12施設 (1.1%)、医療法人3施設 (0.3%)であつた。併設のサービス (複数回答可)ではシヨー ト
ステイが最も多く1076施設 (95.6%)、次いでデイサービスが902施設 (80.2%)、訪問介護 401施
設 (35.6%)で、訪問看護を併設サービスとして設置する施設は49施設 (4.4%)であつた。施設の
平均入所定員は71.42±8.07人、平均要介護度 3.85±0.32、入居者 100人あたりの看護師数の平
均は7.10±2.51人、施設内での看取りの割合は40.84±32.83%、病｀1坑死の割合は56.67±32.90%で
あった。
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表1.対象施設 の概要
設置主体 社 会福祉 法 人
医療法 人
市 優三田丁本寸
広域 連 合
その他
ショー ドステイ
デイサービス
訪問看護
訪間介護
入居定員
平均要介護度
看護自市酉己置数/100庁木
施設内で看取つた割合
病院で看取つた割合
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n=1125
度数 (%)
(932)
(03)
(34)
(16)
(11)
あり
度数 (%)
なし
度数 (%)
1048
3
38
18
12
併設のサービス
(複数回答あり)
1076(956%)
902(802%)
49(44%)
401(35 6γc)
49(44%)
223(198%)
1076(956%)
724(644%)
平均値・標準偏差
7093=L2674 (人)
385=L032  (遍董)
710三L251  (人)
4084=L032 (%)
5667=上032 (%)
2)終末期における施設の対応方針、終末期ケア体制、医師 。看護師の夜間体制
終末期ケアの取り組みを行つている施設とそうでない施設の2群間において、入居高齢者の要平
均介護度、終末期における施設の対応方針、施設独自の終末期ケア指針策定、事前意思聴取と看取
り介護加算の取得の有無、臨終時の医師の死亡確認体制、夜間看護体制といつた、終末期ケア提供
のために必要な体制について比較した結果を表2に示す。
①終末期における施設の対応方針
「終末期はできるだけ入院をすすめる」において、終末期ケアの取り組みあり群では、「はい」と
回答した施設が23施設 (2.9%)、「いいえ」が784施設 (97.1%)であつた。終末期ケアの取り組み
なし群では、「はい」と回答した施設が142施設 (44.7%)、「いいえ」が176施設 (55。3%)で、終末
期ケアの取り組みあり群はが、終末期の取り組みなし群に比較して、「終末期はできるだけ入院をす
すめる」という対応を取る施設の割合が有意に低かった (χ2=318.51、P<0.001)。
「本人・家族の希望があれば施設で看取る」では、終末期ケアの取り組みあり群で「はい」と回
答した施設は761施設 (94.3%)、「いいえ」と回答した施設は46施設 (5.7%)であった。終末期ケ
アの取り組みなし群で「はい」と回答した施設は134施設 (42.1%)で、「いいえ」と回答した施設
が184施設 (57.9%)であった。終末期ケアの取り組みあり群のが、終末期ケアの取り組みなし群と
比較して「本人・家族の希望があれば施設で看取る」という対応を取つている施設の割合が有意に高
かった (χ2=381.59、P<0.001)。
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②終末期ケア体制
「施設独自の終末期ケア指針を策定している」においては、未回答の63施設を除外して比較検討
した。結果、終末期ケアの取り組みあり群では、「はい」と回答した施設が575施設 (75,3%)、「い
いえ」と回答した施設は189施設 (24.7%)であつた。終末期ケアの取り組みなし群では、「はい」
と回答した施設が86施設 (28.9%)、「いいえ」と回答した施設は212施設 (71.1%)であつた。終末
期ケアの取り組みあり群が、終末期ケアの取り組みなし群に比べ施設独自の終末期ケア指針を策定
している割合が有意に高かつた (χ2=196.41、P<0,001)。また、「事前意思聴取を行つている」
については未回答の28施設を除外して比較検討した。終末期ケアの取り組みあり群では、「はいJ
と回答した施設が719施設 (91.1%)に対し「いいえ」と回答したのは70施設 (8.9%)であつた。
終末期ケアの取り組みなし群では、「はい」と回答したのは173施設 (56.2%)で、「いいえ」と回答
した施設は135施設 (43.8%)であった。終末期ケアの取り組みあり群のほうが、事前意思聴取につ
いて、終末期ケアの取り組みを行つていない施設に比べて実施率が有意に高かった (χ
2=178.17、
P<0.001)。さらに、「看取り介護加算を取得している」についても未回答の12施設を除外し比較検
討したところ、終末期ケアの取り組みあり群で、「はい」と回答した施設は582施設 (72.6%)、「い
いえ」と回答した施設が220施設 (27.4%)で、これに対して終末期ケアの取り組みなし群では「は
い」と回答した施設は15施設 (4.8%)、「いいえ」と回答した施設が296施設 (95.2%)と、終末期
ケアの取り組みあり群のほうが有意に看取り介護加算を取得している施設の割合が高かった (χ
2
=413.59、P<0,001)。
③臨終時の医師の死亡確認体制
医師が「夜間でも臨終時には立ち会う」体制について未回答の39施設を除外して比較検討を行つ
た結果、終末期ケアの取り組みあり群では「はい」と回答した施設は579施設 (74.1%)で、「いい
え」と回答した施設は202施設(25.9%)であった。終末期ケアの取り組みなし群では143施設(48,1%)
が「はい」と回答し、「いいえ」と回答したのは154施設 (51.9%)であつた。終末期ケアの取り組
みを行っている施設群のほうが、夜間でも医師が臨終に立ち会う体制を整えている施設の割合が有
意に高かった (χ2=65。70、P<0.001)。
④夜間看護体制
夜間の看護体制について終末期ケアの取り組みの有無による2群間で比較を行った結果、
「人数の範囲で夜勤を行う」、「重症者・臨終時には看護師が夜勤を行つている」、「必要に応じて呼
び出しに応じている」、「介護職に任せている」の項目において有意差が見られた。
「人数の範囲で夜勤を行う」では、終末期ケアの取り組みあり群では「はい」と回答した施設は
24施設 (3.0%)、「いいえ」と画答した施設は783施設 (97.0%)であつた。終末期ケアの取り組み
なし群では「はい」と回答した施設は2施設 (0.6%)で、「いいえ」と回答した施設が316施設 (99,4%)
であった。終末期ケアの取り組みあり群のほうが有意に人数の範囲で夜勤を行つている施設の割合
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が高かった (χ2=5。56、P<0,03)。
「重症者・臨終期には看護師が夜勤を行つている」では、終末期ケアの取り組みあり群で「はい」
と回答した施設が29施設 (a.6%)、「いいえ」と回答した施設が778施設 (96.4%)であった。一方
終末期ケアの取り組みなし群では「はい」と回答した施設が2施設 (0.6%)で、「いいえ」と回答し
た施設が316施設 (99,41`)であった。終末期ケアの取り組みあり群のほうが、重症者・臨終期に看
護師が夜勤を行うという体制を取つている施設の割合が有意に高かつた (χ2=7.48、P<0.01)。
「必要に応じて呼び出しに応じている」では、終末期ケアの取り組みあり群で「はい」と回答し
た施設は725施設 (89,8%)、「いいえ」と回答した施設は82施設 (10.2%)であった。終末期ケアの
取り組みなし群では、「はい」と回答した施設が244施設 (76.7%)、「いいえ」と回答した施設が74
施設 (23.3%)であった。終末期ケアの取り組みあり群のほうが、必要に応じて呼び出しに応じると
いう体制を取つている施設の割合が有意に高かった (χ2=32.82、P<0.001)。
「介護職に任せている」では、終末期ケアの取り組みあり群で「はい」と回答した施設は57施設
(7.1%)、「いいえ」と回答した施設は750施設 (92.9%)であったのに対し、終末期ケアの取り組み
なし群では「はい」と回答した施設は41施設 (12,9%)、「いいえ」と回答した施設が277施設 (87.1%)
であつた。終末期ケアの取り組みあり群のほうが、終末期ケアの取り組みなし群に比べ、夜間介護
職に任せるという体制をとっている施設の割合は有意に低かった (χ2=9.75、P<0.001)。
「看護師が夜勤体制を取つている」、「併設病院の看護師が対応している」、「電話で対応し指示を
出している」の項目では、有意差は認められなかった。
⑤100床あたりの看護師配置数 :
100床あたりの看護師配置数の平均値を、終末期ケアの取り組みの有無による2群間で比較した
(表2)。終末期ケアの取り組みを行つている施設群での看護師の配置数は、平均7.12±.46人で、
終末期ケアの取り組みを行つていない施設群の平均は 7.04±2.63人で、この2群間における有意
差は見られなかつた (t=0,46、P>0.05)。
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表2.終末期ケアの取り組みの有無と終末期における施設の対応方針、終末期ケア体制、医師・看護師の夜勤体制
終末期ケアの取り組みなし群
n=318
検定結果
①終末期における施設の対応方針
終末期はできるだけ入院をすすめる
本人・家族の希望があれば施設で看取る
はい度数(%)  いいえ度数(路)   はい度数  いいえ度数(%) χ2検定結果有意確率
②終末期ケア体制
施設独自の終末期ケア指針を策定しているl未回答のG3を除外)
事前意思聴取を行つている     (未回答の28を除外)
看取り加算を取得している       l未回答の12を除外)
はい度敷(%)  いいえ度数(%)  はい度数(%) いいえ度数(%) χ2検定結果有意確率
③臨終時の医師の死亡確認体制
夜間でも臨終時には立ち会う
はい度数(%)  いいえ度数G)  はい度数(%) いいえ度数儡) χ2検定結果 有意確率
(未回答の39を除外)    579(741)202(259) 143(481)   154(519)0,44
④夜間看護体制
看護t下が夜勤体制を取つている
人数の範囲で夜勤を行う
重症者・臨終時には看護師が夜勤を行つている
併設病院看護師が対応している
必要に応じて呼び出しに応じている
電話で対応し指示を出している
介護職に任せている
はい度数(%)  いいえ度数併)  はい度数饂) いいえ度数(%) χ2検定結果有意確率
712±246人 704±263人 045 ns.
終末期ケアの取り組みあり群
n=807
23(29)
761(94.3)
575(75,3)
719(911)
582(726)
36(45)
24(30)
29(36)
21(26)
725(898)
560(694)
57(71)
784(971)
46(57)
189(247)
70(89)
220(274)
771(955)
783(970)
778(964)
786(974)
82(102)
247(306)
750(929)
142(447)
134(421)
86(289)
173(562)
15(48)
14(44)
2(06)
2(06)
8(26)
244(767)
225(708)
41(129)
176(553)
184(579)
212(711)
135(438)
296(952)
304(966)
316(994)
316(994)
310(975)
74(233)
93(292)
277(87.1)
31851
38159
19641
17817
41359
?????
?????????
***
001
556
748
001
3282
020
075
?
?
?
?
⑤看護師配置数/100床の比較  t検定
看護師配置数/100床
平均値t標準偏差 平均値・標準偏差 t値   有意確率
***Pく0001 ,**:P<001 ,半IP<005,n sIP>005
3)看取りの場所と入居者の平均要介護度
終末期ケアの取り組みを行っている施設と行つていない施設の2群間で、施設入居者の平均要介
護度、施設内で看取つた割合、病院死の割合について比較した結果を表3に示す。
施設内で看取つた割合は、終末期ケアの取り組みあり群が平均 50.22±30.12%、終末期ケアの取
り組みなし群の平均 17.20±26.97%イこ比べて有意に高かつた (t=16.51、P<0,001)。さらに病院
に搬送した病院死の割合は、終末期ケアの取り組みあり群の平均は 52.31±32.40%に対し、終末期
ケア指針なし群平均 80.49±28,30%であり、終末期ケアの取り組みあり群が有意に低かつた (t=
-15.62、P<0,001)。
施設入居者の平均要介護度は、終末期ケアの取り組みあり群が 3.89±0.28であつたのに対し、
終末期ケアの取り組みなし群では 3,76±0,38と、終末期ケアの取り組みを行っている施設群のほ
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うが有意に入居者の平均要介護度が高かつた (t=5。24、P<0,001)。
表3.看取りの場所と入居者の平均要介護度の比較
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n=1125
項目
施設内で看取つた割合
病院で看取つた割合
入居者の平均要介護度
終末期ケアの取り組みあり群
n-807
平均値・標準偏差
5022±3012(%)
4769±2990(%)
389±028(度)
終末期ケアの取り組みなし群
n=318
平均値・標準偏差
17.20±2697(%)
8049±2830(%)
376±038(度)
検定結果
t値   有意確率
1651
-1562
524
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
***:Pく(0001
7.考察
1)対象施設の特徴
対象施設の設置主体別の構成をみると、社会福祉法人が最も多く93.6%で、次いで市区町村 3.40/0、
広域連合 1.6%の順であつた。また、併設のサービスは、ショー トステイ (96.4γO)、 デイサービス
(80,5%)といつた居宅支援事業のサービスを併設で有する施設が多く、訪問介護 (35。3%)ならび
に訪問看護 (4.9%)を有する施設は少なかつた。これは、平成 19年度に厚生労働省が行つた介護サ
ービス施設・事業所調査5)と同様の結果であつた。
施設の入居定員の平均は、71.42±8.27人となっており、50床から100床程度までの施設が中
心だつたとうかがえる。入居者の平均要介護度は3.85であつた。この値は、平成19年度の調査に
おける全国の特養の入居者の平均要介護度の値3.806)と比較し、ほぼ近似値であるといえよう。入
居者 100人あたりの看護師の配置数7.10人は、このときの調査結果である5.12人に比較すると多
く、今回の分析対象となつた施設の看護師の配置人数はこのときの母集団の平均を上回つている。
これらの結果より、今回分析対象となつた施設群は(平成 19年度の全国1730施設に対する調査
時の母集団と比較して、施設の規模、入居者の平均要介護度については、ほぼ同様の特性を有して
いるが、看護師の配置数については若干多いという特徴を持つ集団と考える。
2)終末期ケア指針の取り組みの有無と終末期における施設の対応方針、終末期ケア体制
終末期における施設の対応方針では、終末期ケアに取り組みあり群の方が医療機関へ入院をす
‐す
める施設の割合は低く、本人・家族の希望があれば施設で看取りを受け入れる姿勢を示していた。
柳原7)は、特養職員のターミナルケア意識に関する要因を探る研究の中で、看取りの経験のない職
員のほうが病院への転送を考える傾向にあり、看取りの経験のある職員のほうがそのまま施設でタ
ーミナルケアを行うとい意識を持つ割合が高かつたと報告している。今回の調査においても終末期
ケアの取り組みあり群のほうが、終末期の対応として病院への入院をすすめる割合は低く、希望が
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あれば施設で看取るという施設の割合が高かったことはこの傾向と一致する。すなわち、終末期ケ
アの取り組みを行うことによつて看取りの経験も得られ、そのことが施設の終末期の対応方金十にも
影響を与えていたと考える。
また施設独自の終末期ケア指針の策定、ならびに事前意思聴取についても、終末期ケアの取り組
みあり群の方が、有意に行つている割合が高かつた。
施設独自の終末期ケア指針を策定するということは、入居者の看取りを視野に入れたケアを提供
するための一定の基準を定め、それに沿ったケアの道筋すなわちガイドラインとして定めておくこ
とである。終末期ケアのガイ ドラインについては、2007年に介護保険法の改正によつて重度化対応
加算、看取り介護加算の算定が可能となった際に、算定用件の1っとして盛り込まれた。この■と
によって、これまで看取りを行つてきた施設にとつては、経済的な裏づけを得るためにも終末期ケ
ア指針の策定が必要になったといえる。また、この終末期ケアの指針については、厚生労働省から
も大まかなガイ ドラインとしての指針が示されている。そのような指針に準ずるのではなく、各施
設が独自の終末期ケア指針を策定するということは、終末期ケアの取り組みを行つてきた実績のな
かで蓄積されたケアの方針と具体策を明確に書面に示すことに他ならない。介護保険改正の後、終
末期ケア指針の策定状況について調査報告されているものはみあたらない。今回の調査は全国の特
養の21%の施設から得られた結果という点で限界はあるが、終末期ケアの取り組みあり群の施設が、
施設独自の終茉期ケア指針を策定している比率が有意に高かつたことは、介護保険改正を受けて各
施設がそれぞれの終末期ケアの取り組み実績を元に指針を策定したということを示す結果であると
いえる。
事前意思聴取は終末期の意向について、本人あるいは家族に確認するものである。看取りを含め
た終末期ケアを提供するにあたつては、状態の急変時の対応や延命治療の希望から日常生活の仕方、
看取りの場所について本人 。あるいは家族の意向を確認することが必要になる。どのように施設で
過ごしたいか、急変時の医療の対応をどこまで希望するかを把握したうえで、それぞれのケアプラ
ンが作成されるからである。終末期ケアの募り組みあり群の91.1%の施設が事前意思聴取を行つて
いたのは、終末期ケアの個別ケアプラン作成過程で事前意思の聴取が必要であつたことが背景にあ
ると考える。
しかしながら、特養入居高齢者の場合、約9割が認知症高齢者であり本人への意思確認が難しい
のが現状で、実際には家族の意向として意思確認を行うことも約35%の施設で行われているとの幸R
告がある8)。 このことは、宮田9)や、林ら0も特別養護老人ホームにおける看取りに関する調査の
中で、認知症高齢者の看取りの場や医療に関する意思決定を、本人から得ることが困難であり、ま
た高齢者に代わり家族が意思決定することへの援助の困難さもあると報告している。さらに宮田は
高齢者の意思決定について事前指示書として書面で入所時に確認する施設が少ないことや、多くの
特養で成年後見制度の利用がなされていない現状があると報告している。このように高齢者の意思
確認を行う手段としての事前指示書や成年後見制度の活用もわが国の特養における終末期ケアの現
状としては少ない。したがつて、認知症高齢者に対する事前意思聴取は、一人ひとりの自己決定を
尊重した終末期ケア提供のために重要であるが、その困難さをどのように解決していくかについて
は今後の課題といえる。
さらに、終末期ケアの取り組みの結果として算定が可能となる看取り介護力日算についても、終末
期ケアの取り組みあり群の取得害1合は、終末期ケアの取り組みなし群と比較して高かった。終末期
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ケアの取り組みあり群の施設が、施設の体制を整えて終末期ケアを実施していた実績を反映するも
のとして当然な結果と考える。
3)終末期ケア指針の有無と医師・看護師体制
入居者を施設で看取るためには、臨終期における入居者のさまざまな状態変化に対して適切に
対応する体制作りが求められる。その中で、日常生活を安楽に過ごすために必要な医療がもとめら
れ、看護師の役割は大きく期待されていると考えられる。加瀬田らけの報告にも特別養護老人ホー
ムのターミナルケアにおける介護職者の看護師への期待で最も多かったのが、医療処置の対応と夜
勤対応であつたと報告している。さらに、堀内のは、施設で終末期ケアを提供することを困難にし
ていることは、夜間休日の医師・看護師体制の;確保であるとし、畑瀬ら⑩もターミナルケアを実施
するうえで困難に感じる点で67%の施設が「夜間、看護師が勤務できない」ことを挙げている。今
回の結果では、終末期ケアの取り組みあり群が臨終時に医師が「夜間でも死亡確認する」という医
師体制を確保している施設の割合が高く、看護師が「人数の範囲で夜勤を行う」、「重症者・臨終期
の場合には夜勤を行う」、「必要に応じて呼び出しに応じる」という体制をとつている割合が高かつ
た。これは、終末期ケアの提供を困難にしている要因とされる、夜間の医師・看護体制を施設とし
て整え対応していたことを裏付ける結果といえる。
さらに終末期ケアの取り組みの有無による2群間の看護師の配置人数を比較したところ有意差は
みられなかつた。今回対象となった施設の看護師配置人数は、入居者100名に対して7.10人であり、
全国の特養の看護師西己置人数 5.12人呻に比較して若千多い配置人数であつた。しかし、特養にお
ける看護師血置基準を考慮したうえでこの人数で実際に夜勤体制を組むとすると、実際には入居者
100名に対して1人の看護師が夜勤を行うこととなる。看護の質の保証と看護師の労働衛生の保証
といつた見地から夜勤体制を考えるならば、今回の対象施設の看護師配置人数であつても、常時夜
勤体制を組むには厳しいといえる。今回の結果はそのような夜勤対応の難しい状況の中で、終末期
ケアの取り組みあり群の施設の看護師が、状況に応じた夜勤や、呼び出しに応じるといつた対応を
取つていたことを示すものとして重要である。
4)看取りの場所と入居者の平均要介護度
終末期ケアの取り組みを行っている施設群とそうでない施設詳の2群間で施設入居者の平均要介
護度と、看取りの場所を比較したところ、終末期ケアの取り組みを行つている施設群のほうが、入
居者の平均要介護度が高く、施設内で看取る割合が高かった。
塚原0はターミナルケアを積極的に実施している施設の施設内死亡率は高いと報告し、医療経済
機構 Юが行つた調査においても、特養内死亡比率の高い施設の特性のひとつに終末期ケアの取り組
みを明確にしていたことがあげられると報告されている。今回の調査も、終末期ケアの取り組みあ
り群のほうが、終末期ケアの取り組みなし群に比べて有意に施設内死亡率が高かつた。このことは、
これら先行研究の結果とも一致しており、施設が実際に終末期ケアの取り組みを行つている結果を
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反映したものであるといえる。
また、終末期ケアの取り組みを行うということは、すなわち看取りを視野に入れたケアを施設で
入居者に提供していくということである。入居者の死期が近づくにつれて、食事・水分摂取量が減
少する、経口摂取が困難となる、起き上がれなくなリトイレでの排泄が難しくなる、傾眠傾向とな
るなどの身体変化が生じてくる。当然、終末期にある入居者への身体介護、医療依存の割合は高く
なるといえる。医療経済機構 いの調査によると、特養施設内死亡者の要介護度をみると約6割の高
齢者が要介護5であったと報告している。終末期ケアの取り組みを行うことは、介護度、医療依存
度の高い高齢者に対してもケアを提供できるよう施設として準備を整えておくことである。今回の
調査では、終末期ケアの取り組みあり群の施設は、独自の終末期ケア指針を策定し、事前意思聴取
を行い、終末期ケア提供のための体制を整えていた、当然入居者の終末期に伴う身体変化への対応
も日々のケアの中に取り入れられていたといえよう。そのような実践の結果、より重度の入居者ヘ
の対応が可能となり、入居者の平均要介護度も高くなっていたと考えられる。
8.研究の限界と今後の課題
今回の調査における、施設独自の終末期ケア指針の策定状況、事前意思聴取の有無や看取り介護
加算取得の有無についての結果は、対象施設数が全国の21%程度ではあつたが、介護保険改正後の
状況を表す数値として重要な結果であつた。
今後は、終末期ケアの取り組みを行うていた施設看護師の特徴として、夜間体制を少ない人数の
中でとり対応している背景にある要因や、終末期ケアヘの認識・態度などを明らかにしていく必要
がある。また施設独自の終末期ケア指針の策定が可能となつていた施設の特徴や、事前意思聴取や
看取り介護加算取得にあたっての困難や課題について、それぞれの施設の具体的な状況を確認 し明
らかにしていくことも課題である。
9.結論
今回特養での終末期ケアの取り組みの有無に着目し、2群間における終末期ケアの対応方針と体
制を比較したところ、以下のことが明らかになった。
1.終末期ケアの取り組みを行つている施設群は、そうでない施設群に比べ終末期の対サ芯方針とし
て「本人、家族の希望があれば施設で看取る」という施設の割合が高かつた。
2.終末期ケアの取り組みを行つている施設群のほうが、医師が夜間臨終に立ち会い、看護師の夜
間対応も柔軟であった。
3.終末期ケアの取り組みを行つている施設群は、施設独自の終末期ケア指針の策定割合、
高齢者とその家族への事前意思聴取の実施割合、看取り介護加算取得状況が高かつた。
さらに、施設で看取つた割合と入居者の平均要介護度も高かつた。
これら結果から特養における終末期ケアの提供には、より介護度の高い入居者への対応や施設
24
日本看護福祉学会誌Vol.15 No.2,163‐175(2010年3月)
での看取りを可能にするためにも、施設での看取りの氣穂方針を示し、夜間の医師や看護師の体
制の整備、終末期ケア指針を策定、事前意思聴取の実施といつた終末期ケアのための体制を整え
ることが重要であると示唆された。
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PoLtt and Systems for End‐oと]防偽Ca ein Nurshg Home:
Collilparisons between Facitttねs wtth nd w批hou
Approaches to End‐of‐Ltt Ctte
Mayumi Chba(Nagano Co■ege of Nursing)
Midori Watanabe(Nagano Conege of Nursing)
Emi Hosoda(Nagano Coユege ofNursingl
Y■lka M[atsuzawa(Nagano Conege bfNursingl
Chkako Sone(Nagano Co■ege of Nursing)
Abstract
The a近4 0fthS st■ldy was to obttt suggestlons regarding creathg a system for pro宙dhg
end‐o争L農,care in Nursing Home.We exarnlned the d近豊r nces ll end‐o=Lfe care poLcy and
systems between facttittts with and wtthout approaches to end‐of‐LMё care.
A questionanlre on end‐of‐と長)car  was dist五buted to 5249 fac赴ties nationwide in Japan.
Responses were obtained from l137 fachties(respOnsё rate 21.60/0).Attalysi  was performed on a
tOtal of l125 fachties, consisthg of facttities ¬工th and withou  approaches to end‐9f‐醜  care
(n=807 and 318,respect市ely).Th  vahd respOnse rate was 98.90/0.A ch‐square test and t‐test
were used・for compa五son. The resutts showed that the &LCttity ♂Юup Wtth end‐o=Ltt care
approaches had sig五山c ntly higher rates of ttpleⅡlentation of end‐o争醜 care poLcy,formulation
of fac赴サ guideLnes for end‐o=1洗care,and special nurs血g care fees for attendhg to the elderly
at theとdeathbeds,and sigttantly l五gher ra es of hqu■rng about residents'advance d士ectives
(P<0.001).Ths group also had a simhcantly hgher average level ofnurshg care needed by the
residents and a sig面cantly hig4er number ofresidents who were attended at thett detthbeds h
the fac五ies(P<0.001).Sig面Cant dittrences were obseⅣed between the two fac五サ groups h
the静death celⅢtittcation syste=ls by physicians at the moment of death and theと五ghtsh■
systems of n■lrses lP<0.01)。
These indhgs ねdttated that the fachttts wtth approaches to end‐of‐Lfe care had more
orga五zed an end‐of‐Lfe care poとcy and systems for attending to residents at theとdeathb ds
CO]ユ■pared to the fttcJLties without such approaches.Thus,the fac赴ties wtth t  approaches had a
higher number ofresidents lvhO Were attended at theとdeathbeds in the fachties.
Key lVordsi nurshg Home,end・o=醜care,systems for end‐of‐llb care
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長野県の介護老人福祉施設の終末期ケア体制の特徴
―看取りへの対応に焦点をあてて一
曽根千賀子,千葉真弓,細田江美,松澤有夏,渡辺み どり
【要旨】
長野県の介護老人福祉施設 (以下,特養と記す)の終末期ケア体制の特徴を明らかにする
ため,終末期ケアや看取りへの取組み,入所者の死亡場所 (施設内,病院,自宅),認知症高
齢者の看取りへの対応に関する困難の種類について県外特養と比較 した.2008年月～9月,
国内 5,249特養を対象として質問紙調査を実施 し,1,137(21.5%)施設からの回答を分析 し
た結果,以下のことが明らかになった。
1.長野県内特養は特養内死亡の割合が高く(県内 71.40/0,県外 43.50/0),病院死亡の割合が
低かった(県内 28.40/0,県外 56.3%).
2.長野県内特養は終末期ケアに取 り組んでいる割合が高く(県内 93.5%,県外 70.8%),「希
望があれば施設で看取る」という方針をもつ割合も高かつた(県内95.70/0,県外 78.60/0).
3.長野県内特養は,認知症高齢者の急変時に医師と連絡・協力体制がとれている.
4.長野県内特養は,認知症高齢者の急変時に看護師の夜間の呼び出し (オンコール)体制
が整っており,介護職員への対応が整備されてきている。
【キーワー ド】長野県,特養,認知症高齢者,終末期ケア体制
I.はじめに
わが国では,高齢人口の増加・核家族化・女性の社会進出・高齢者医療費の高騰などによ
る家族形態や社会の情勢の変化 (総務庁,2009)があり,家庭で高齢者を介護することが困難
になってきた.2000年4月から始まった介護保険制度は,社会連待を基礎とした社会保険
方式にすることにより社会全体で高齢者を支えていくことを基盤としている (厚生統計協
会,2008)すなわち住み慣れたまちで安心して老後の生活が送れるよう,本人や家族だけで
抱えてきた介護負担を,社会全体で支え合 うしくみを構築すべく介護保険制度が制定された .
その後,2006年には介護報酬 。指定基準等の見直しが行われ (厚生統計協会,2008),改正介
護保険制度が施行された。この改正の一部として,介護老人福祉施設 (以下,特養と記す)
での終末期ケアに対して「重度化介護加算」ならびに「看取り介護加算」が創設されたこと
によつて,.経済的裏付けが保障された。これにより,特養での終末期ケアを整えることで介
護報酬に直接結びつくようになった.特養の入居対象者は,身体上又精神上著 しい障害があ
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るために常時の介護を必要とし,かつ,居宅においてこれを受けることが困難な要介護者 (厚
生労働省,2008)と定められている.つまり,特養は在宅生活困難者が入所し介護を中心にサ
ービスを受けられる施設であり,終の棲家としての社会的役割を担っている。改正介護保険
試行前の実態調査によると,介護老人福祉施設利用者の9割以上が認知症を有 しており (厚
生労働省,2004),認知症高齢者の在宅復帰が困難である現状から考えると,認知症高齢者
の施設内死亡の増加も予測される。このため,特養を利用する入居者の重度化・高齢化 (厚
生労働省大巨官房統計情報部,2007)ならびに長期利用者が増加する中で,利用者が最期まで
安心して医療や介護を受けられるという特養の役割・機能を考えなければならない。その場
合,これまでに施設入所者の看取りを行つていた施設はもちろん,全国の特養施設は看取り
体制を整えることが急務 (清水,2007)となっている.これに加え,畑瀬 (2005)は,看取 りを
行 う上の困難として,夜間の看護師,介護員不足,医師の協力体制の不十分を指摘 してお り,
医師との連携や看護師の夜勤体制の確保と健康状態をアセスメン トし,対応ができる看護師
の配置増員が必要であると述べている.看取りは人の尊厳ある生き方に対するケアであると
ともに,尊い命が燃え尽きる最期の時まで,その人らしい生き方ができるための援助である
ことから,高山 (2005)は,施設ケアにおいては利用者や家族の思いを尊重した個別の終末
期ケアロ標の設定と具体な対応策が重要であると指摘 している。さらにThompson PM(2002)
は,特に認知症が高度に進行 した高齢者に対 しては,患者本人のみならず,家族も含めた “終
末期ケア"が必要であると述べている.先行文献として,認知症高齢者の意思決定の現状 (宮
田,2004)の報告はあるが,認知症高齢者の看取 りへの対応に関して施設が抱えている困難
についての先行研究がないことから,このことについて明らかにすることは意義があると考
える.
長野県の在宅死亡率は20.4%で,全国の 15.6%と比較 しても高い (厚生労働省,2004).
在宅死亡率は,自宅,老人ホーム,介護老人保健施設での死亡数の割合を示 している。すな
わち,この値から長野県では,病院死亡以外の死亡率が高いと解釈できる.そこで,本研究
は,在宅等死亡率の高い長野県に着目し,特養における認知症高齢者のより質の高い終末期
ケアを検討するために,長野県内特養の終末期ケア体制の特徴および看取りへの対応に焦点
をあてて,長野県内特養の特徴を把握することを目的とした。
Ⅱ。目的
本研究の目的は,長野県内特養の終末期ケア体制の特徴および看取 りへの対応に焦点をあ
てて,長野県内特養の特徴を把握することを目的とした そのために,終末期ケア体制につ
いては,医師体制,夜間の看護師体制,終末期ケアの施設方針や取組みの有無、看取りの施
設指針,看取 り介護加算取得の有無,入所者の死亡場所 (施設内,病院, 自宅における死亡
数),認知症高齢者の看取りへの対応に関して施設が抱えている困難の種類について,長野県
内特養 と長野県外特養 (以下,県外特養と記す)の比較をすることにより長野県内特養の特
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徴を明らかにした
Ⅲ.研究方法
1.対象
対象は,2008年7月時点で独立行政法人福祉医療機構が運営するWAMNET上で施設名お
よび所在地の確認ができた全国の特養 5249施設とした。なお,調査票の回答については ,
施設の概要と終末期ケア提供の状況を把握 している看護管理者に依頼をした。
2.データ収集期間
2008年8月20日～9月20日
3.調査方法
1)質問紙による郵送調査
質問紙を用いて調査を行った.調査手順は,調査依頼として研究の趣脅と倫理的配慮
を説明した書面と質問紙を施設に郵送 し,調査を依頼した。回収は,2週間の猶予期間
を設け,その間に対象者自らポス トに投函してもらつた .
2)調査内容
(1)施設の概要
施設の概要は,「設置主体」,「設立年数」,「入居者数」,「介護度」,「職種別職員数」,
「平成 19年度の死亡場所別人数」について記入を求めた。
(2)終末期ケア体制
終末期ケア体制として,「医師体制」,「終末期ケアの取 り組み方針」,「看取 りの施
設方針J,「看取り介護加算取得の有無」については,それぞれ該当する選択肢 1つに
ついて記入を依頼 した。「夜間の看護体制」,「終末期ケアの施設方針」については ,
選択肢より複数回答可で記入を求めた。
(3)認知症高齢者の看取 りへの対応に関して施設が抱えている困難
「認知症高齢者の看取 りへの対応に関して施設が抱えている困難」に ついては ,
平木ら(2009)が作成 した 「認知症高齢者グループホームにおける終末期ケア」に関
する調査項目を参考にし,特養での認知症高齢者の看取 りに関して困難であると思わ
れる内容 9項目に整理 し用いた。回答は,複数回答可とし記入を求めた。
4.データの分析方法
データの分析には,統計ソフ トSPSSver.16.0を使用 し,以下の手順で行つた。
1)施設の概要を把握するために,設置主体,施設の入所定員,平均要介護度について
記述統計量を算出した.なお,死亡場所別人数の割合については,長野県内特養と県
外特養の違いを明らかにするためにカイニ乗検定を行つた.有意水準はp<0.05とし
た。なお,期待値が5以下については,Yatesの補正を行つた。
2)「終末期ケア体制」の医師体制,夜間の看護師体制,終末期ケアの施設  方針,終
29
長野県看護大学紀要第 12巻,21-31(2010年3月)
末期ケアの取 り組み方針,看取りの施設指針,看取り介護加算取得の有無と,「認知
症高齢者の看取 りへの対応に関して施設が抱えている困難」については,長野県内特
養と県外特養での違いを明らかにするためにカイニ乗検定を行つた.有意水準は p<
0.05とした。なお,期待値が 5以下については,Yatesの補正を行つた。
'.研
究における倫理的配慮
調査にあたつては,研究協力者と所属施設に封し,個人や施設の匿名性の厳守,研究協力
の自由,研究協力の有無によつて不利益がないことを書面で説明した.研究協力の同意は,
調査用紙の返送をもつて了解を得られたものと判断した.調査で得られたデータの管理には
十分注意を払い,研究結果は,個人や施設が特定されないよう配慮した。なお,本研究は,
長野県看護大学倫理委員会の承認を受けて行つた.(#13平成20年7月4日承認)
V.結果
1.施設の概要
回答は,1137施設 (回収率21.5%)から得られ,長野県内特養が46施設,県外特養は
1091施設であつた.有効回答率は,100,0%であつた。施設の概要を,表1に示す。
長野県内特養での社会福祉法人は,68,9%に対し,県外施設が94.8%であつた。また長
野県内特養での広域連合は, 24.4%イこ対し,県外施設では 0.6%であつた。その他少数で
あるが,医療法人,市町村などがあつた。
設立年数の平均をみると,長野県内特養は 17.5(SD=10.9)年に対 し,県外施設は 17.5
(SD=H.0)年であつた.また,入居者数の平均をみてみると,長野県内特養は 65.8(SD
=17.3)人に対 し,県外特養は70.6(SD=26.7)人であつた .
平均要介護度についてみると,長野県内特養は 3,93(SD=0.41)に対し,県外特養が
3.85(SD=0.32)であつた。
平成 19年度 (過去 1年間,平成 19年4月～平成 20年3月)の死亡場所別死亡数の平
均値については,長野県内特養の特養内死亡者数の平均は,9,04(SD=5,43)人に対 し,
県外特養の平均は 5,43(SD=5。74)人であつた。長野県内特養の病院死亡数の平均は,3.77
(SD=3.42)人に対 し,県外特養は6.92(SD=5.54)人であつた.長野県内特養の自宅死亡
数の平均は,0.02(SD=0.15)人に対し,県外特養は0.03(SD=0.20)人であつた。
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表1 施設の概要
施設の設置主体
社会福祉法人
医療法人
市町村
広域連合
その他
長野県内特養
施設数 (C/c)
175
658
666
県外特養
施設数 (%)
全体
施設数 (%)
1060(937)
3(03)
38( 34)
18( 16)
12( 11)
平均 標準偏差
n
45
n
31(689)
0 (00)
2 (44)
11  (244)
1(22)
平均 標準偏差
1029(94.8)
3(0.3)
36( 33)
7(06)
11(10)
平均 標準偏差
110
267
272
1086 1131
41     3.93
設立年数と入居者について
設立年数    46
入居者数    46
入居定員    46
平均要介護度
特養内死亡
病院死亡
自宅死亡
合計
長野県内特養
死亡数 ( %)
109
173
177
175
706
714
1129
lT36
1134
175
704
712
110
264
269
1083
1090
1088
県外特養
死亡数( %)
5G75(435)
7338( 563)
30(   02)
13043 (1000)
1023    385    0321 64   385    032
平成19年度死亡場所別人数の平均
特養内死亡       9o4
病院死亡        377
自宅死亡        002
558
6_80
0_03
死亡場所別の死亡数の企死亡数に対する割合を表 2に示す。全死亡数に対する特養内死
亡数の割合は,長野県内特養では 71,4%と県外特養の 43.5%に比べて著しく高く,統計的
にも有意な差があつた (χ2=171.92,p=4.21×10H).一方,病院死亡の割合は,長野県内
特養では,28.4%と県外特養の 56.3%に比べてほぼ1/2しかなく,統計的にも高度な有意
差があった (χ2=171.08,p=3.63X10H).自宅死亡の割合については,県内特養 と県外特
養とも0,2%で有意差はなかった .
表2 死亡場所則人数の割合
577
550
020
カイニ乗検定結果
714)
284)
02)
000)
全体
死亡数( 94)
6082(447)
7500( 551)
31(  02)
13613 (1000)
17192
7108
0001)
p=421x10~14
p=363x10~14
注)有意差が認められなかつた項目は、表中にns(nOt Sgnncant)と示した。
1)Yatesの補正をかけた値
2.終末期ケア体制
終末期ケア体制の長野県内特養 と県外特養との違いを明らかにするために,1)医師体
制,2)夜間の看護体制,3)終末期ケアの施設方針,4)看取 りの施設指針,5)看取り介
護加算取得の有無について,カイニ乗検定を用いて比較 した (表3).
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1)医師体制
医師の雇用体制は,長野県内特養の非常勤が 97.5%に対 し,県外特養も96.0%と高い割
合であつた。次に,死亡診断時の医師体制についてみると,「①夜間でも医師が死亡に立
会い確認する」という項 目で 「はいJと回答 した施設は,長野県内特養が 71,7%,これ
に対し県外特養は,63.5%であつた。「②医師が出勤した時間に死亡を確認する」という
項目で「はい」と回答 した施設は,長野県内特養が28.3%,これに対し県外特養は 36.5%
であつた。医師の雇用体制と死亡診断時の医師体制では,長野県内特養と県外特養との
間では有意差は認められなかつた .
2)夜間の看護体制
夜間の看護体制については,「⑥夜間は電話で対応 して介護職員に指示をしている」
という項 目で 「はいJと回答 した長野県内特養は,522%で,これに対して県外特養は
70.5%と,長野県内特養の割合は県外特養と比べて有意に低かつた (χ2=7.01,p=0.008)
これ以外の「①看護師 (准看護師も含む)による夜勤を組んでいる」,「②看護師の人
数が許す範囲で夜勤もしている」,「③重症者がいる場合や臨終が予沢1される場合に看護
師が夜勤をしている」,「④併設している病院の看護師が対応している」,「⑤必要に応じ
て呼び出し体制をとつている」,「⑦夜間は介護職員の判断と対応に任せている」は,長
野県内特養と県外特養との間で有意差は認められなかつた。
3)終末期ケアの取り組み方針
終末期ケアの取り組み方針では,「①終末期ケアの取り組みをしている」という項目
で「はいJと回答した長野県内特養は,93.5%,これに対し県外特養が70.8%と,長野県
内特養の割合は,県外施設に比べて有意に高かった(χ2=H.184,p=0.01)。また,「②
終末期ケアの取り組みをしていない」という項目で「はい」と回答した長野県内特養は
6.5%,これに対し県外特養が 29.2%と長野県内特養の害1合は,県外特養に比べて有意に
低かつた (χ2=11.184,p=0.01).
4)終末期ケアの施設方針
終末期ケアの施設方針では,「①終末期はできるだけ病院への入院を勧める」という
項目で「はい」と回答した長野県内特養は,4.3%で, これに対し県外特養は 15.2%と,
長野県内特養の割合は,県外特養と比べて有意に低かつた(χ2=4.14,p=0.042).「②本
人・家族から終末期ケアの希望があれば施設で受け入れる」という項目で 「はい」と回
答した長野県内特養は,95,7%で,これに対し県外特養は78.6%と,長野県内特養の割合
は,県外特養と比べて有意に高かった(χ 2三7.84,p=0.005).
これら以外の「③終末期はできるだけ自宅に帰るよう働きかける」,「④ケースバイケ
ースで個別対応するJでは,長野県内特養と県外特養との間では,有意差はなかった
5)看取りの施設指針
看取りの施設指針の「①独自の指針がある」,「②独自の指針を作成中である」,「③厚
生労働省の通知を目安にしている」,「④独自の指針なしJ,「⑤その他」の項目は,長野
県内特養と県外特養との間では,有意差はなかった.
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表3 終末期ケア体制
医師体制
雇用体制
①常勤
②〕F常勤
死亡診断時の医師体制
①夜間でも医師が死亡に立会い確
認する
②医師が出勤した時間に死亡を確
認する
夜間の看護体制
①看護師(准看護師も含む)による夜勤を
組んでいる
②看護師の人数が許す範囲で夜勤もして
いる             ・
③重症者がいる場合や臨終が予測される
場合に看護師が夜勤をしている
④併設している病院の看護師が対応して 46
いる
⑤必要に応じて呼び出し体制をとつている
⑥夜間は電話で対応して介護職員に指示
をしている
⑦夜間は介護職員の判断と対応に任せて
いる
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県外特養
はい     いいえ
n 施設数 (°/c)施設数 (%)
長野県内特養
はい     いいえ
n 施設安夕 (9ノ。)施設数 (9ツo)
カイニ乗検定結果
1( 25)
39( 975)
33(717)
13( 283)
39(975)
1( 25)
13(283)
3( 717)
67( 69)
927( 960)
927 ( 960)
67 (  69)
0541) ns
0 96    ns
693( 635)
398( 365)
398( 365)
693( 635)
0(
3(
1(
2(
43(
24(
2(
00)
65)
22)
43)
935)
522)
43)
1091
1079
1091
1029
1078
50(
24(
30(
27(
936(
7G9(
97(
46)
22)
27)
25)
858)
705)
89)
125''
1941)
o bol)
0101)
218
701
0651)
46(1000)
43( 935)
45( 978)
44( 957)
3( 65)
22( 478)
44( 957)
1041( 954)
1067( 978)
1061( 973)
1064( 975)
155( 14 )
322( 295)
994( 91 1)
315(292)
764( 708)
925( 848)
234( 214)
1078( 988)
583( 534)
p=0008
終末期ケアの取り組み方針
①終末期ケアの取り組みをしている
②終末期ケアの取り組みをしていない
終末期ケアの施設方針
①終末期はできるだけ病院への入院を勧
める
②本人・家族から終末期ケアの希望があ
れば施設で受け入れる
③終潮 はできるだけ自宅に帰るよう働
きかける
④ケースバイケースで個別対応する
看取りの施設指針
①独自の指針がある
②独自の指針を作成中である
③厚生労働省の通知を目安にしている
④独自の指針なし
⑥その他
看取り介護加算取得
①看取り介護加算を取っている
②看取り介護加算を取つていない
③看取り介護加算の取得準備中
④その他
46
46
42
45
414
784
0001)
1761)
43(935)
3( 65)
2( 43)
44( 957)
0( 00)
26( 565)
27(643)
3( 71)
7(167)
4( 95)
1( 24)
23(511)
14(311)
7(156)
1( 22)
3( 65)
43( 935)
44( 95i7)
2( 43)
46(1000)
20( 435)
15(357)
39( 929)
35( 833)
38( 905)
41(976)
764( 708)
315(292)
GヽG(152)
857( 786)
13(  12)
508( 466)
11 18   p=001
p=0042
p=0005
22(489)
31( 689)
38( 844)
44( 0718)
638( 620)
63(  61)
175( 170)
129( 125)
24(  23)
391( 680)
966( 939)
854( 830)
900( 875)
1005( 977)
 89   ns
0001)  ns
001)  ns
0341)  ns
0001)  ns
012    ns
0 43     ns
2841〕  ns
0001)  ns
579(537)
387( 359)
81(  75)
31( 29)
490( 463)
691( 641)
997( 925)
1047( 971)
注)有意差が認められなかつた項目は、表中にns(nOt SE苗iCant)と示した。
1)Yatesの補正をかけた値
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6)看取り介護加算取得
看取り介護加算取得の「①看取り介護加算を取つている」,「②看取り介護加算を取つ
ていない」,「③看取り介護加算の取得準備中」,「④その他」の項目は,長野県内特養と
県外特養との間で有意差はなかった.
3.認知症高齢者の看取りへの対応に関して施設が抱えている困難
認知症高齢者の看取りへの対応に関して施設が抱えている困難の 9項目については,長
野県内特養と県外特養との違いを明らかにするために,カイニ乗を用いて比較した (表4).
「①医師がすぐにかけつけられない」という項目で「はい」と回答した長野県内特養は ,
13.0%で,県外特養は40.1%と,長野県内特養の割合は県外特養と比べて有意に低かった(χ
2三13.54,p=0.001).「②医療機器が整っていない」という項目で「はい」と回答 した長野
県内特養は, 13.0%で県外特養は 26.0%であり,長野県内特養の割合は県外特養と比べて
有意に低かつた(χ2=3.91,p=0.048)。「③看護師の夜勤体制が整っていない」という項目
で「はい」と回答した長野県内特養は,23,9%で,県外特養が43.2%と,長野県内特養の割
合は県外特養と比べて有意に低かつた(χ2=6.70,p=0.01)
これら以外の「④看護師の配置数が少ない」,「⑤介護職員が少ない」,「⑥職員の心理的
負担感が大きい」,「⑦症状が急に悪くなったときには施設で対応 しきれない」,「③症状が
急に悪くなったときに,すぐ病院に入院できる保障がない」,「⑨臨終にふさわしい居室環
境が整っていない」という項目は,長野県内特養と県外特養との間で有意差はなかつた .
表4 認知症高齢者の看取りへの対応に関して施設が抱えている困難
長野県内特養(NE45)
はい    いいえ
施設数(%) 施設数(%)
県外特養(N=1091)
はい     いいえ
施設数(0/6)施設数(°ノ6)
カイニ乗検定結果
①医師がすぐかけつけられない
②医療機器が整っていない
③看護師の夜勤体制が整っていない
④看護師の配置数が少ない
⑤介護職員が少ない
⑥職員の心理的負担感が大きい
⑦症状が急に悪くなつたときには施設で「よ対応しきれない
③症状が急に悪くなつたときに,すぐ病院に入院できる保障がない
③臨終にふさわしい居住環境が整つていない
11(239) 35(761)    300(275) 791(725)
12(261)  34(739)255(234) 836(766)
6(130)
6(130)
11(239)
14(304)
12(261)
24(52_2)
14(304)
40(870)
40 (870)
35 (761)
32 (896)
34 (739)
22 (478)
32 (696)
437は01)
284 ωG ω
471傲3か
314(288)
282(258)
580(532)
393(360)
654(599)
807(740)
620(568)
777(712)
09(742)
511(468)
698(640)
1354
391
670
006
001
002
060
029
018
p=0001
p=0048
p=001
注)有意差が認められなかつた項目は、表中にns(nOt Sgnttcant)と示した。
1)Yatesの補正をかけた値
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Ⅵ.考察
考察は,長野県内特養と県外特養との間で行つた統計的比較により明らかになつた長野県
内特養の特徴について以下に論 じる。
1.長野県内特養の概要の特徴
長野県内特養の設置主体は,県外特養と同様に社会福祉法人が最も多かった。これは ,
平成 19年度に厚生労働省 (2007)が行つた介護サービス施設・事業所調査と同様の結果
であつた.次いで,長野県内特養において広域連合が24.4%であつたことについて次のこ
とが考えられる.広域連合とは,市町村の協議によつて設置される特別地方共同団体で ,
市町村が広域的に連携 して進める事業や課題について計画を策定し、それに基づいて広域
的な行政運営を行つている行政サービスである.本調査においては,長野県の特養は市町
村設置も含め約 3割において行政が関与して設置 しており,県外に比べて広域連合の施設
が多いという特徴が明らかになつた。長野県では,住民の要望で地域に必要な施設 として
考えられているため,県外に比べて広域連合の施設が多いと推察される.
長野県内特養の入居者数の平均は,65.76(SD=17.33)人に姑し,県外特養は70.57(SD
=26,72)人であつた。このことから,施設の規模は中規模が中心だつたとうかがえる。
長野県内特養の平均要介護度は,3.93(SD=0.41)に対 し,県外特養が3.85(SD=0.41)
であった。この値は,平成 19年度の全国介護老人福祉施設の値 3.80と比較するとやや高
い値であった。これより,長野県内特養では,重症度の高い入居者が多いことが推察される.
長野県内特養の特養内死亡数の割合は,県外特養より有意に高く,また長野県内特養の
病院死亡人数の割合は,県外特養 より有意に低い結果であつた。人 口動態調査 (厚労
省,2007)によると,「死亡の場所別にみた都道府県別死亡者数百分率」においても,長野
県の施設内死亡者数(老人ホーム)の割合は全国で最も高く,病院死亡数の割合は,青森 ,
和歌山,鳥取についで4番目に低かった これらのことからも,長野県内特養の特養施設
内死亡数の割合は,県外特養より高く,病院死亡数の割合は,低いという特徴を有すると
考えられる .
2.終末期ケア体制の特徴
長野県内特養の死亡診断時の医師体制 「①夜間でも医師が死亡に立会い確認する」とい
う項目で 「はい」と回答した施設は, 71.7%であつたことから,夜間でも医師の協力が得
られていると考えられる.
長野県内特養の夜間の看護体制では,「①看護師 (准看護師も含む)による夜勤を組ん
でいる」,「②看護師の人数が許す範囲で夜勤もしている」,「③重症者がいる場合や臨終が
予沢Jされる場合に看護師が夜勤をしている」という項目に「はい」と回答した施設が 1割
以下と低く,「⑤必要に応じて呼び出し体制をとつている」という項目に「はい」と回答
した施設が9割であつたことから,オンコール体制が多いという特徴があると考えられる.
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長野県内特養の終末期ケアの施設方針は,「①終末期はできるだけ病院への入院を勧め
る」という項目で 「はい」と回答 した施設の割合が県外施設より有意に低 く,「②本人・
家族から終末期ケアの希望があれば,施設で受け入れる」という項目で「はいJと回答 し
た施設は県外特養より有意に高かった.次に,長野県内特養の終末期ケアの取り組み方針
も,「①終末期ケアの取 り組みをしている」という項目で 「はい」と回答した施設の割合
が県外特養より有意に高かった。
全国の特養に勤務 している看護管理者を対象とした調査 (日本看護協会,2000)による
と,入所者および家族が施設で終末期を迎えることを希望した場合,原則として応 じると
する施設は 79,4%であった,これに対 し,本調査の長野県内特養では,終末期の施設方針
「②本人・家族から終末期ケアの希望があれば,施設で受け入れる」という項目で「はい」
と回答 した施設が 95.7%であることから,日本看護協会 (2004)の調査結果と比較 しても,
高い結果となった。
医療経済研究機構 (2002)の調査結果は,施設内死亡比率の高い施設の特徴として,施
設の基本方針が明確であること,ならびに施設の基本方針が実態を反映していると示 して
いる.長野県内特養は,9割の施設が終末期ケアの取り組み方針を示してお り,また長野
県内特養の9割が 「①終末期は入院を勧めない」,「②本人・家族から終末期ケアの希望が
あれば,施設で受け入れる」とい う具体的な方針を示 していた これより長野県内特養は,
終末期ケアの取り組み方針が施設方針を反映しているという特徴が考えられる.
長野県内特養の看取 りの施設方針においては,「①独自の指針がある」,「②独 自の指針
を作成中である」を含め,約7割の施設が独自の指針を設けており,特養内での看取 りに
対する積極的な姿勢があると考えられる .
長野県内特養の看取り介護加算取得においては,「①看取り介護加算を取つている」,「③
看取り介護加算の取得準備中」という項目で 「はい」と回答 した施設が約 7割であった .
このことから,長野県内特養は,看取り介護加算を取得 しうる要件を満たしていることが
考えられる .
3.認知症高齢者の看取 りへの対応に関して施設が抱えている困難の特徴
施設における認知症高齢者の看取りへの対応に関して施設が抱えている困難に関する頂
目において,長野県内特養は,「①医師がすぐにかけつけられない」,「②医療機器が整っ
ていない」,「③看護師の夜勤体制が整っていない」という項目で「はい」と回答した施設
が県外特養より有意に低かつた 長野県内特養において,「①医師がすぐにかけつけられ
ない」,「②医療機器が整っていない」という項目で「はい」と回答した施設が1割であっ
た。この背景として以下のことが考えられる.看護職者が医師との連携に困難を感じてい
る現状 (山田,2004;加瀬田,2005;山田,2005)がある中,長野県内特養は,「①医師
がすぐかけつけられない」という項目で「はい」と回答した施設が 13.0%,死亡診断時の
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医師体制 「②夜間でも医師が死亡に立会い確認する」という項目で「はい」と回答した施
設が 71.7%であつた。これらより,長野県内特養は,急変時に医師と連絡・協力体制が取
れているという特徴があると考えられる.また,長野県内特養は終末期ケアの取り組み方
針を明確にしているため,急変時の対応に備え施設での看取りをより可能にするために
「医療機器が整っている」などが達成されているためと考えられる。
次に,長野県内特養では「③看護師の夜勤体制が整っていない」という項目で「はい」
と回答した施設が 23.9%と低い割合であった。この低い割合の背景には,長野県内特養は
夜間の看護体制「⑤必要に応じて呼び出し体制をとつている (オンコール)」 が93.5%と高
い割合であつたことが考えられる.山田 (2004)の特養 看護管理者を対象としたターミ
ナルケアにおける看護職の役割についての調査結果では,ター ミナル期の入所者がいると
きに看護職の夜勤体制は,オンコールが 75.8%であつた。これと比較しても,本調査結果
の長野県内特養のオンコール体制の割合は,高いことを示している。また,長野県内特養
は,夜間の看護体制 「②看護師の人数が許す範囲で夜勤もしている」,「④併設 している
病院の看護師が対応している」という項目で「はい」と回答した施設が,県外特養より 2
～4%高かつた,このことより,長野県内特養は夜間の看護体制が必要と判断された場合 ,
看護師力ヽ夜勤の対応をしているケースがあるのではないかと推察される。これに加え,長
野県内特養は,夜間の看護体制 「⑥夜間は電話で対応 して介護職員に指示 している」と回
答 した施設が,有意に低かつた。これは,看護師が施設へ出向くことによつて,迅速かつ
適確に入居者の状態を観察していることを示唆 している.山田 (2004)が,看護職は,終
末期ケアの目標の 1つとして,入所者の苦痛を軽減 し,安楽に最後を迎えることを目指 し
ていると述べているように,'長野県内特養は,指示だけで介護職員にケアを委ねるのでは
なく,充分な 「状態観察・把握」に重点を置き,より適切な状況判断を行 うために現場ベ
足を運び,職務を果たしていると考えられる。以上のことから,長野県内特養は,夜勤の
呼び出し (オンコール)体制が整っており,介護職員に適確な指示をするという質の高い
看護を行つているという特徴があると考えられる.
「⑥職員の心理的負担感が大きい」という項目においては,長野県内特養 と県外特養と
の間で有意な差は認められなかつたが,「はい」と回答 tノた施設が長野県内外特養 ともに 5
割であった.この割合は,他の項目と比べて最も高いことから,看取りの心理的負担を軽
減することを目的とした,教育的対応が必要であると考える.
Ⅶ.まとめ
本研究では,長野県内特養の:終末期ケア体制の特徴および看取りへの対応に焦点をあてて
以下のような特徴が考えられた。
①長野県内特養は,県外特養と比べて,施設内死亡数の割合が高く (長野県内特養 71.4%,
県外特養 43.5%),病院死亡数の割合が低い (長野県内特養 28.4%,56.3%).
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②長野県内特養は,県外特養と比べて,終末期ケアに取り組んでいる施設の割合が高く(長
野県内施設93.5%,県外特養 70.8%), さらに「本人・家族から終末期ケアの希望があれば
施設で受け入れる」という方針の施設割合も高かつた (長野県内特養 95.7%,県外特養
78.6%).
③長野県内特養は,県外特養と比べて,急変時に医師との連絡・協力l本制が取れている
④長野県内特養は,県外特養と比べて,夜勤の呼び出し(オンコール)体制が整っており,
介護職員への対応が整備されてきている.
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End‐of‐1」e care syste]m at nursing hoIIles in Nagano prefecture
with special reゃrence to care provision for dying residents
Chikako SONE, Mayumi CHIBA, Emi HOSODA,
Yuka ⅣIATSUZAWA, 出Iidori WATANABE
Abstract
The objective of this study is to clarify the characteristics of end‐of‐hfe(EOL)c e at
nursing homes in Nagano prefecture with special reference to care for dying residents.
For this, availability of E()L care, availability of care for dying residents, and
distribution Of place of residents'death(nursing home, hospital, or own hOme), and
di」監iculties for facilities with care provision for dying elderly residents with dementia
were compared between nursing homes in Nagano prefecture and those in other
prefectures.
A questionnaire was sent to 5,249 nursing homes in」apan in August 2008,and l,137
(21.50/0)respOnded.Analysis of responses showed that l)the ratio of death of residents in
their own facilities was considerably higher(71.40/O vs,43.50/0)and that Of■Ospital death
was considerably lower(28.40/O vs.56.30/0)in Nagano prefecture than in other prefectures,
2)nursing hOmes in Nagano prefecture more frequently had a system allowing EOL care
provision (93.5% vs.7080/0)and a p01icy accepting a request for care provision for
residents dying in their own facilities(9570/O vs,78.60/0)than in other prefectures,
3)Nursing homes in Nagano prefecture more frequently had a communicatio4 system
between nurses and physicians for their cooperation in lnedical emergency of demented
elderly residents.4)Nursing homes in Nagano prefecture more frequently had an on‐call
system for caregivers to get a nurse responding to medical emergency of demented
elderly residents at night.
Key words i Nagano prefecture, nursing home,
end‐of‐life―care system
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介護老人福祉施設での認知症高齢者の終末期における
事前意思を支えるケア内容と方法
―長野県内介護老人福祉施設の特徴―
曽根千賀子,渡辺みどり,千葉真弓,細田江美,松澤有夏,柄澤邦江,多賀谷昭
【要旨〕
特養での認知症高齢者の終末期における事前意思を支えるケア内容と方法の実施割合を長野県内特養
と県外特養において比較し,長野県内特養の特徴を明らかにすることを目的とした.2008年月～9月,
国内5,249特養を姑象として質問紙調査を実施し,1,137(21.5%)施設からの回答を分析した結果,以下の
ことが明らかになつた.
長野県内特養は,認宍口症高齢者の事前意思聴取時期として「入所時」に行つている割合が有意に高
く,また事前聴取を行 う職種として「看護職員」んミ行つている割合も有意に高かつた。これに加え,
長野県内特養は,認知症高齢者の事前意思を支えるケア内容と方法,(a)高齢者がしっかりとしてい
るうちに意思確認を行 う,(b)死期が近くなった場合の看取 り方に関する選択肢を提供する,(c)家
族にとつて何が最善かという視点を家族に助言する,以上 3項目の実施率が有意に高かつた。 これ
らより,長野県内特養での特徴 として,生活のみならず医療の専門的な知識を持ち備えている看護
職員が,看取 り方の選択肢φ提供を行 うことで,死期が近くなつた場合の判断を可能とし,それに
基づいた情報提供を可能とする特徴があると考えられた。
【キーワード】長野県,特養,認知症高齢者,事前意思
I。 はじめに
わが国は,超高齢社会へ急激に移行 してお り,65歳以上の高齢者人口は2009年が 22.7%,2020
年には 30%イこのばると予測されている (総務庁,2010).介護老人福祉施設 (以下,特養とする)
数は5,500を超え,利用者の重度化,施設利用の長期化に対応 している.また,生活の場の延
長としての終の棲家の役割や機能を果たすために,利用者の看取 りに関する対応を積極的に行
うことが求められるようになつてきた。
改正介護保険法施行前の実態調査によると,特養利用者の9割以上が認知症を有していると
報告されている(厚生労働省,2004)認知症高齢者の在宅復帰が困難である現状を踏まえると,
認知症高齢者の施設内死亡の増加も予測されるが,認知症高齢者の看取りに対応するガイ ドラ
インを整備 している施設は少ない状況であつた (医療経済研究機構,2002)。そこで,2005年
の介護保険法の改正では,新たな第 1条の目的に「尊厳保持」が明文化され,2006年の介護報
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酬改訂では ,・ 特養において一定の要件を満たした場合に対する重度化対応加算や看取 り介護加
算が創設された。これらの算定要件には,看取り指針の策定と利用者へのインフォーム ドコン
セン トが盛 り込まれ,利用者の意思確認を行つていくことが推奨されるようになつた (厚生労
働省,2004).官田ら (2004)は,「特養における認知症高齢者の意思決定においては,利用者
が意思決定不可能になる前の段階においての本人への意向の確認はよリー層意識 されるべき課
題であるJと述べている。一方で, 日本における高齢者の終末期ケアや終末期医療は高齢者の
意思を充分反映しているとは言いがたい現状もあつた (井口,2006).これらの背景より,特養
での認知症高齢者の看取りに向けての事前意思を尊重することが新たに重要課題 として認識さ
れることが必要となつている.
研究者らが先に行つた長野県の特養の終末期体制の特徴 (曽根ら,2010)は,長野県内特養
の平均要介護度は 3.9人であるのに対し,県外特養の 3.8人と比べて若干高く,平成 19年度の
全国介護老人福祉施設の値 3.8人と比較 してもやや高い値であった このほかに,長野県内特
養での平成 19年度の施設内死亡数の平均,病院死亡数の平均,終末期ケアに取り組んでいる施
設の割合を長野県外特養 (以下,県外特養とする)と比較 したところ,いずれも長野県内特養
の割合が有意に高かった。これら研究結果を踏まえて,長野県内特養で行われている終末期ケ
アの具体的な内容と方法についても実施割合に違いがあるのではないかと考えた
そこで,本稿では長野県内特養と県外特養での認知症高齢者の終末期における事前意思を支
えるケア内容と方法の実施割合の違いを比較検討する。これによつて,長野県における認知症
高齢者の事前意思を支えるためのケア内容と方法の特徴を明らかにすることができる.
Ⅱ.目的
特養での認知症高齢者の終末期における事前意思を支えるケア内容と方法についての実施割
合を長野県内特養と県外特養において比較 し,長野県における認知症高齢者の事前言思を支え
るためのケア内容と方法の特徴を明らかにすることを目的とした
Ⅲ.研究方法
1.対象
対象は,2008年7月時点で独立行政法人福祉医療機構が運営する WAMNET(Welfare And
Medical Service NETwork System)上で施設名および所在地の確認ができた全国の特養
5249施設とした。なお,調査票の回答については,施設の概要と終末期ケア提供の状況を把
握 している看護管理者に依頼をした .
2.データ収集期間
2008年8月20日～9月20日
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3.調査方法
1)質問紙による郵送調査
質問紙を用いて調査を行つた。調査手順は,調査依頼として研究の趣旨と倫理的配慮を
説明した書面と質問紙を施設に郵送 し,調査を依頼 した。回収は,2週間の猶予期間を設
け,そめ間に対象者自らポス トに投函してもらつた。
2)調査内容
(1)施設の概要
施設の概要は,介護度,看護職員数について記入を求めた .
(2)終末期ケア体制
医師体制・看取り介護加算取得の有無については,それぞれ該当する選択肢一つにつ
いて記入を依頼 した.夜間の看護体制については,選択肢より複数回答可で記入を求め
た。
(3)事前意思聴取について
事前意思の聴取において,事前意思聴取時期,事前意思を聴取する職種,聴取内容は ,
選択肢より複数回答可で記入を求めた。「認知症高齢者の終末期における事前意思を支え
るケア内容と方法」に関する20項目については,該当の有無を求めた。
(4)「認知症高齢者の終末期における事前意思を支えるケア内容と方法」の項目の作成
過程
「認知症高齢者の事前意思を尊重 した終末期ケア内容と方法」は,二木 (2008)が行
った「特養における終末期ケアの事前意思決定に関わる看護職の困難とその解決の方略」
の質的研究結果に基づいている。この研究の認知症高齢者の事前意思決定支援に対する
看護方略を説明する4カテゴリー 【他職種の協働により具体的かつ個別的に意思確認を
する】【情報と選択肢を提供し家族の決定役割をささえる】【状況に応じて家族の気持ち
の変化に対応する】【高齢者に代わり家族が代行決定する視点を援助する】とこれらのサ
ブカテゴリー(高齢者から意思確認できる場合は高齢者から,できない場合は家族から確
認する〉〈多様な方法で意思確認する〉〈選択肢と情報を提供する〉〈家族に時間的ゆとりを
配慮する〉〈家族に意思決定役割を意識づける〉く変化し得る家族の気持ちを尊重する〉〈高
齢者の最善と尊重の視点を助言する〉〈高齢者と疎遠な家族の関係を調整する〉に基づい
て検討した。ディスカッションの際には,1項目が 1援助内容により構成されること,
平易な表現になることなどに留意した.老年看護学研究者 5名でグループディスカッシ
ョンを行つた結果,「認知症高齢者の終末期における事前意思を支える取り組み」に関す
る20項目が抽出された。!さらに,この20項目を文化人類学研究者 1名,生命倫理学研
究者 1名,終末期ケアの研究実績を持つ成人看護学研究者 1名に研究目的を提示し,項
目の内容の妥当性に関する助言,表現上の助言を得て修正した .
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4.データの分析方法
データの分析には,統計ソフ トSPSSver.17.0を使用し,以下の手順で行つた .
1)施設の概要を把握するために,平均要介護度,死亡場所別人数,看護師配置数について
記述統計量を算出し,かつ長野県内特養と県外特養の違いを明らかにするためにt検定
を行つた。有意水準はp<.05とした .
2)事前意思聴取時期,事前意思を聴取する職種,事前意思を聴取する内容,認知症高齢者
の終末期における事前意思を支えるケア内容と方法については,長野県内特養 と県外特
養での違いを明らかにするためにカイニ乗検定を行つた。有意水準はp<0.05とした。
なお,期待値が 5以下の項目については,Vatesの補正を行った .
Ⅳ.研究における倫理的配慮
調査にあたつては,研究協力者 と所属施設に対し,個人や施設の匿名性の厳守,研究協力の
自由,研究協力の有無によつて不利益がないことを書面で説明した。研究協力の同意は,調査
用紙の返送をもつて了解を得られたものと判断した。調査で得 られたデータの管理には十分注
意を払い,研究結果は,個人や施設が特定されないよう配慮 した.なお,本研究は,長野県看
護大学倫理審査委員会の承認を受けて行つた.(#13,平成 20年7月4日承認)
V.結果
と.施設の概要
回答は,H37施設 (回収率21.5%)から得られ,長野県内特養は46施設,県外特養は 1091
施設であつた.有効回答率は,100.0%であつた.施設の概要を表 1に示す。
100床あたりの看護師配置数の平均値は,長野県内特養が 3.9人(SD=1.4)|こ対 し,県外
特養は5,0人(SD=3.1)で,長野県内特養の看護師人数の平均は県外特養と比べて有意に低
かった (t=-2.1,p=.03).
平均要介護度については,長野県は 3.9(SD=0.4)に対し,県外特養が 3.8(SD=0.3)であつ
た。
2.施設の終末期ケア体制
終末期ケア体制の概要,ならびに長野県内特養 と県外特養との違いについて,1)看取 り
介護加算取得の有無,2)医師体制,3)夜間の看護体制の順で表 1に示 した ,
1)看取り介護加算取得の有無
全回答における看取り介護加算の取得については,「①看取り介護加算を取づている」が
5割弱を占めており,「②看取り介護加算を取つていない」は4割強であつた .
長野県内特養と県外特養の比較では,看取り介護加算取得の「①看取り介護加算を取つ
ている」,「②看取り介護加算を取つていない」の項目は,長野県内特養と県外特養との間
で有意差はなかつた。
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2)医師体制
全回答における医師の雇用体制は,非常勤が9割を占め,死亡診断時の医師体制は「①
夜間でも医師が死亡に立会い確認する」が6割であつた .
長野県内特養と県外特養の比較においては,長野県内特養の医師の雇用体制は,非常勤が
97.5%に対し,県外特養も96.0%と高い割合であった。 死亡診断時の医師体制で「①夜間
でも医師が死亡に立会い確認する」という項目で「はい」と回答した長野県内特養は71.7%,
これに対し県外特養は,63:5%であつた。「②医師が出勤した時間に死亡を確認する」とい
う項目で「はい」と回答した長野県内特養は28.3%,これに対し県外特養は36.5%であつた.
医師の雇用体制と死亡診断時の医師体制では,長野県内特養と県外特養との間では有意差
は認められなかつた。
3)夜間の看護体制
全回答における夜間の看護体制は,「⑤必要に応じて呼び出し体制をとつている」が 8
割を占め,「⑥夜間は電話で対応して介護職員に指示をしている」は6割強であつた。これ
以外の「①看護師 (准看護師も含む)による夜勤を組んでいる」「②看護師の人数が許す範
囲で夜勤もしている」「③重症者がいる場合や臨終が予測される場合に看護師が夜勤をして
いる」「④併設している病院の看護師が対応している」「⑦夜間は介護職員の判断と対応に
任せている」は,1割以下であつた .
長野県内特養と県外特養の比較では,「⑥夜間は電話で対応して介護職員に指示をしてい
る」という項目で「はい」と回答した長野県内特養は 52.2%で,これに対して県外特養は
70.5%と,長野県内特養の割合は県外特養と比べて有意に低かつた (χ2=7.0,p=.00).
これ以外の「①看護師 (准看護師も含む)による夜勤を組んでいる」「②看護師の人数が
許す範囲で夜勤もしている」「③重症者がいる場合や臨終が予涙Jされる場合に看護師が夜勤
をしている」「④併設している病院の看護師が対応している」「⑤必要に応じて呼び出し体
制をとつている」「⑦夜間は介護職員の判断と対応に任せている」は,長野県内特養と県外
特養との間で有意差は認められなかつた.
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長野県内特委 県外特養
表1施設の
看護師配置数/100床
平均要介護度
看取り介護加算取得
①看取り介護加算を取つている
②看取り介護加算を取つていない
医師体制
雇用体制
①常勤
②非常勤
死亡診断時の医師体制
①夜岡ても医師が死亡に立会い確認する
②医師が出勤した時間に死亡を確認する
夜間の看護体制
①嗜護師(准看護師も含む)による夜勤を組んている
Cl看護師の人数が許す範囲て夜勤もしている
③重症者がいる場合や臨終が予測される場合に
看護師が夜勤をしている
④併設している病院の看護師が対応している
⑤必要に応して呼び出し体制をとつている
⑥夜間は電話て対応して介護職員に指示をしている
②夜間は介護職員の判断と対応に任せている
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検定結果
t値 有意薩率
-21    p 03
長野県内特賽
いいえ
lX)  n 施設数 (%)施設数 (%)
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注)有意差が認められなかつた項 目は、表中にns(nOt SEΠ
“
iCant)と示した。
1)Yatesの補正をかけたに
に示 した
3.事前意思聴取について
終末期における事前意思聴取について長野県内特養と県外特養との違いを明らかにするた
めに,1)事前意思聴取時期,2)事前意思聴取する職種,3)事前意思の聴取内容の順に表 2
1)事前意思聴取時期
全回答における事前意思聴取時期は,「①入所時」「③病状悪化時」が5割から6割を占
めており,これ以外の「④死期が近い時」は4割,「②元気な時」は1割であつた.
長野県内特養と県外特養の比較では,「①入所時」に行つていると回答した長野県内特養
の割合は73.9%で,これに対し県外特養は53.6%と長野県内特養の割合は,県外特養と比べ
て有意に高かつた(χ2=6.5,p=.03)これ以外の「②元気な時」「③病状悪化時」「①死期
が近い時」では,長野県内特養と県外特養との間では有意差はなかつたが,いずれの時期
においても長野県内特養の方が県外特養よりも事前聴取を行つている割合は高い傾向であ
った。
2)事前意思を聴取する職種
全国答における事前意思を聴取する職種は,「④生活相談員」が6割以上と最も高い割合
を占めた。これ以外の「③看護職員」「①医師」「②看護師長」「⑥ケアマネージャー」が 3
割から4割を占め,「⑤栄養士」「⑦ケアマネージャー」は1割程度で低い割合であった。
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長野県内特養と県外特養の比較では,「③看護職員」が行つていると回答した長野県内特
養の割合は60.9%で,これ夕に姑し県外特養は45.2%と長野県内特養の割合は,県外特養と比
べて有意に高かつた(χ2=4.4,p=.03)。 これ以外の「①医師」「②看護師長」「④生活
相談員」「⑤栄養士J「⑥介護職員」「⑦ケアマネージャー」「③施設長」では,長野県内特
養と県外特養との間では有意差はなかつた .
表2 ついて
調査項目
事前意思聴取時期
①入所時
②元気な時
③病状悪化時
④死期が近いとき
事前意思聴取する職種
①医師
②看護師長
③看護職員
①生活相談員
⑤介護磯員
⑤ケアマネー ジヤー
⑦施設長
聴取内容
①死を看取る場所
②苦痛緩和のための治療
③延命医療の希望
④軽回摂取か経管栄養か
⑤ケアヘの希望や意見
⑤どのような時期に家族が付き添うか
②どのような時期にどのような内容について
全体(n=1137)
と回答した
619(544)
,31(115)
724(637)
502(442)
416(366)
383(337)
5211458)
720(633)
165(145)
394(34ア)
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797(70(l)
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6フ2(591)
332(291)
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行つている
施設数  (%)
行つていない
(%)
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行つている     イ予つていない
施設数  (9k,)  施設数  (96)
7 (536)     506
(114)
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315
422
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776
669
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?
9
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9
11
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29
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注)有意差が認められなかつた項目は、表中にns(nOt OBnttcant)と示した。
3)事前意思の聴取内容
全回答における事前意思の聴取内容は,「①死を看取る場所」「③延命医療の希望」が 7
割と実施割合が高く,特に長野県内特養は8割以上を占めていた。これ以外の項目で「⑤
ケアヘの希望や意見」「④経口摂取か経管栄養か」が5割,「②苦痛緩和のための治療」「⑦
どのような時期にどのような内容について施設から家族に連絡するか」「⑥どのような時
期に家族が付き添うかJが2割から4割と低い実施率であつた。
長野県内特養と県外特養の比較では,「①経口摂取か経管栄養か」の聴取を行つていると
回答した長野県内特養は76.1%で,これに対し県外特養は 51.3%と長野県内特養の割合は ,
県外特養と比べて有意に高かつた(χ2=9.9,p=.00),「⑤ケアヘの希望や意見」の聴取を
行つていると回答した長野県内特養は,78.3%で,これに対し県外特養は58.3%と長野県内
特養の割合は,県外特養と比べて有意に高かつた(χ2=65,p=.00).
これら以外の「①死を看取る場所」「②苦痛緩和のための治療」
「③延命医療の希望」「⑥
どのような時期に家族が付き添うか」「⑦どのような時期にどのような内容について施設
47
長野県看護大学紀要第 13巻,39-50(2011年3月)
から家族に連絡するか」では,長野県内特養と県外特養との間では,有意差はなかった。
4.認知症高齢者の終末期における事前意思を支えるケア内容 と方法
認知症高齢者の終末期における事前意思を支えるケア内容 と方法の 20項目について表 3
に示 した .
全回答における認知症高齢者の終末期の事前意思を支えるケア方法と内容は,「①意思確認
できる場合に高齢者から,できない場合は家族から確認する」「③高齢者の健康状態を家族に
具体的に報告する」「⑭家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるように促
す」について「行つている」と答えた施設が7割であつた。「⑩高齢者の意思を実行するよう
家族に提案する」で「行つている」と答えた割合は,0.6割程度と最も低かった .
長野県内特養と県外特養の比較では,長野県内特養で「行つている」と答えた割合が最も
高かつた項目は,「③高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する」(80.4%)と「⑪死期が近
くなった場合の看取り方に関する選択肢を提供する」(80.4%)の2項目であつた.続いて,
「⑭家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるように促す」(76.1%),「高
齢者や家族の気持ちの変化に応じて,その時々の気持ちを受け止める」(73.9%)であつた.県
外特養で「行つている」と答えた最も割合が高かつた項目は,「③高齢者の健康状態を家族に
具体的に報告する」(76.1%)でこの項目のみ長野県内特養と同じであつたが,割合は長野県
内特養の方が高かつた。続いて,「①意思確認できる場合に高齢者から,できない場合は家族
から確認する」(71.2%),「⑭家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるよ
うに促す」(70.8%)であつた。
「③高齢者がしつかりとしているうちに意思確認を行う」という項目で「行つている」と
回答した長野県内特養の割合は23.9%で,県外特養は 13.5%と,長野県内特養の割合は県外特
養と比べて有意に高かつた(χ2=4.0,p=.04).「①死期が近くなった場合の看取り方に関す
る選択肢を提供する」という項目で長野県内特養が「行つている」と回答した割合は 80.4%
で,県外特養は65.2%と,長野県内特養の割合は県外特養と比べて有意に高かつた(χ2=4.6,
p=.03)。「@高齢者にとつて何が最善かという視点を家族に助言する」という項目で「行つ
ている」と回答した長野県内特養は67,4%で,県外特養は49.1%と長野県内特養の割合は県外
特養と比べて有意に高かつた(χ2=5,9,p=.02)。
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表3 認知症高齢者の るケア内容と方法
① 高曽常者から意思確認てきる場合には高齢者からてきない場合は家族から確認する
② 書面を活用して意思を確認する
③ 高齢者の意思がしつかりとしているうちに意思確認を行う
④ 時期を変えて複数回意思確認を行う
⑤ 複数の職種て意思薩・認を行う
⑥ ―見遠慮しがちな高齢者ても踏み込んてしつくりと問いて意忌を確認する
⑫ 意思確認しやすいよう信頼関係を売分に築く
③ 高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する
◎ 高齢者の病状や様子を理解してもらうために家族に来所を促す
① 死期が近くなつた場合の看取りf三関する具体的な情報を提供する
① 死期が近くなった場合の看取り方に関する選択肢を提供する
⑫ 決定に際しては,即答を求めず時間的ゆとりを提供する
⑩ 高齢者に決定能力がない場合には 家族に決定役割を意識づける
① 家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるよう1こ促す
⑮ 意思決定に際して気持ちは変化しうるものであることを伝える
⑩ 高鈴者や家族の気持ちの変化に応して,その時 の々気持ちを受け止める
⑩ 高齢者にとつて何が最善てあるかという視点を家族に助言する
⑩ 高齢者の意向を尊重するようI三家族に依頼する
① 高齢者の意思をそのまま実行するよう1こ家俵に提案ずる
の調整を行う
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全体(口=1137) 長野県内特養(R=46)  県外特養(nilo91) χ2検定争。と果
行つている 行つていない 行つている 行つていない
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536(491) 555(509)   59
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?
?
?
?
?
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?
?
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?
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?
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.考察
1.事前意思聴取について
1)事前意思聴取時期
長野県内特養の事前意思聴取時期で「行つている」と答えた最も高い割合は,「①入所時」
(73.9%),「③病状悪化時」(73,9%)であり。これに対して県外特養は,最も高い割合が「③
病状悪化時」(63.2%)で,続いて「①入所時」(53.6%)であつた.「①入所時」に事前意思
聴取を「行つている」と回答した長野県内特養は,県外特養よりも有意に高かった。特養
の看取り介護加算施設基準では,「看取りに関する指針を定め,入所の際に,利用者又はそ
の家族等に説明し,同意を得ていること.」 としている。本調査における看取り介護加算取
得割合は,長野県内特養と県外特養との間では有意差はなかつたが,長野県内特養の見取
り介護加算取得割合 51.1%に対して県外特養は 53,7%と長野県内特養が若干低い割合を示
した。
これらより,長野県内特養は看取り介護加算取得に関わらず,事前意思聴取時期におい
ては入所時点で事前意思聴取を実際に行つているという特徴があると考えられる。
一方,長野県内特養と県外特養ともに「②元気な時」に事前意思聴取を行つている割合
が 1割程度と低かった。平成21年12月時点での特養入所の待機者は42.1万人である (厚
生労働省,2009).また平均要介護度の推移は,2000年の3.35から2008年3.82へと上が
っており,なかでも要介護度 5の推移が2000年から2008年の間に9.4%増加 している。こ
れは,利用者の重度化が一層深刻であることを示している(厚生労働省,2008)。そのため,
利用者が 「元気な時」に事前意思聴取することは,達成され難いと推察される.
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2)事前意思を聴取する職種
事前意思を聴取する職種は,「③看護職員」が行つていると回答 した特養の割合は,長野
県内特養は県外特養よりも有意に高かつた。長野県内特養の記述統計をみてみると事前意
思を聴取する職種として生活相談員に次いで看護職員 60:9%,看護師長 41.3%と高い割合を
示した.これらより,長野県内特養は,看護職が事前意思を聴取する割合が高く,利用者の
健康状態の把握と終末期の状態予測がより可能になってきていることが示された。
3)事前意思の聴取内容
事前意思の聴取内容においては,「④経口摂取か経管栄養かJの聴取を行つていると回答
した長野県内特養の割合は 76.1%で,これに対 し県外特養は 51.3%と長野県内特養の割合
は,県外特養と比べて有意に高かつた。
三宅 (1999)は,「狭義の終末期痴呆を定義する条件の中で認知症の原因疾患による神経
症状として疎下が困難か不可能な状態にあり,かつ非可逆的である」としている.そのた
め,認知症高齢者の事前意思として疎下機能が低下したときにどのように対応するのかそ
の内容を把握 しておくことは,非常に重要である.長野県内特養では,前述の事前意思を
聴取する職種として看護職員,看護師長が高いことより,利用者の健康状態に即 した事前
意思の聴取が可能になっていることが考えられる.
「⑤ケアヘの希望や意見」の聴取を行つていると回答した長野県内特養は,78.3%で,こ
れに対し県外特養は 58.3%と長野県内特養の割合は,県外特養と比べて有意に高かった。
認知症が高度に進行した高齢者に対しては,患者本人のみならず家族も含めた終末期のケ
アが必要である (Thompsbn PM,2002).
認知症高齢者と家族両者の希望を聴取することは,認知症高齢者の生活の意向の把握 ,
家族の考え方や価値観の把握になる.ひいては,施設で可能なケア内容の具体的な情報提
供につながる。
2.認知症高齢者の終末期における事前意思を支えるケア内容と方法
1)高齢者がしつかりとしているうちに意思確認を行 うことの意義
「③高齢者がしつかりとしているうちに意思確認を行う」という項目で「行つている」
と回答した長野県内特養の割合は,県外特養よりも実施率が有意に高かつた.
この項目の実施率は,有意差が確認された他の2項目の実施率は,6害1から8割であ
るのに対し2害1弱と低い結果であつた。この背景として特養入所時における利用者の重
度化が大きく影響し,高齢者本人がしつかりしているうちに意思確認を行 うことが困難
であることがいえる。長野県内特養においても実施率は高いほうではないが,県外特養
と比べて「③高齢者がしつかりとしているうちに意思確認を行う」ことを後回しにせず ,
意識していることが考えられている。
2)死期が近くなつた場合の看取り方に関する選択肢を提供することの重要性
「①死期が近くなつた場合の看取り方に関する選択肢を提供する」という項目で「行
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つているJと回答した長野県内特養の割合は,県外特養と比べて有意に高かった。二神
ら (2010)は,認知症高齢者の家族による事前意思代理決定のプロセスとして 【看取 り
に関する情報の入手】,【看取 りのイメージ化】,【高齢者の意思の推測】,【現実可能な看
取り方針の決定】,【決定への納得1の5段階を見出した。「①死期が近くなつた場合の看
取 り方に関する選択肢を提供する」ことは,意思決定する上で最も重要な第 1段階である
【看取 りに関する情報の入手】に寄与する.すなわち,「①死期が近くなつた場合の看
取り方に関する選択肢を提供するJことは,適切な時期に必要な情報を提供することであ
り,このことで家族が主体的に意思決定ができるように働きかけが可能となる。
以上のことより,長野県内特養は,積極的に看取 り方に関する選択肢を提供するとい
う具体的なケア方法を実施 している特徴があると考えられる。つまりそれは,利用者 と
家族の意思決定を最優先する (黒崎,1998)ことに努めていると考えられる。
3)高齢者にとつての最善を助言することの意味
「⑨高齢者にとつて何が最善かという視点を家族に助言する」という項目で 「行つて
いる」と回答 した長野県内特養の割合は県外特養と比べて有意に高かつた。この背景に
は,特養の利用者の約 9割が認知症高齢者であり,認知症高齢者への意思確認の難 しさ
が背景にあると考えられる。このことは,官田ら (2004)や林ら (2004)も特養におけ
る見取 りに関する調査の中で,認知症高齢者の看取 りや医療に関する意思決定において ,
本人あるいは家族による意思決定の困難さを報告 している。つまり,本人や家族が意思
決定する上で 「高齢者にとつて何が最善かという視点」を踏まえた適切な情報の提供が
不可欠であるといえる。これに加え,「高齢者にとつての最善」を考慮する際に,判断の
よりどころとして倫理原則に則ることが専門職としての責務を果たすこととなる.倫理
原則には,無害の原則,善行の原則, 自律の尊重の原則,公正・正義の原則,誠実 。忠
誠の原則がある (Anneら,1999).
和泉 (2007)は「倫理原則の “善行の原則"とは,その人の利益となるように意図 し
た行いを指している」と述べている。すなわち,この原則は “利用者に対して善をなす
ことうであり,特養での生活を拠点としている認知症高齢者においても,利用者のために
最善を尽くすことを要求していると言える.認知症高齢者は,終末期に近づくと自らの
意思を表現できる能力が失われていく。しかしながら,認知症高齢者は,これまでの日常
生活を通 して生きてきた人生の営みや価値基準を表現している。それは,看護職員を含
む多職種が,認知症高齢者の具体的な言動や表情等から何の意味を成すのかという分析
を行 うことによつて,そのメッセージを具体的に汲み取ることができる。そのため認知
症高齢者のケアを行ってし｀る看護職員を含む多職種が,認知症高齢者から受け取つた情
報やメッセージを通してその人の在 り様を家族に伝えることで,家族が認知症高齢者の
価値観や心地よさの感覚をイメージしやすく,認知症高齢者にとつての最善を踏まえた
意思決定をより可能にすると考える.
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以上のことから,長野県内特養では,高齢者にとつての何が最善かという視点の意識
が高い特徴がある。これに加え,ケア提供する方法としては,認知症高齢者との生活体
験の中で得られた具体的な事象を家族に情報提供する必要性が考えられる。すなわち ,
認知症高齢者にとつての善を看護職員が体現することで,家族がより認知症高齢者を主
体と捉えた意思決定を可能にすると思われる.
一方,充分な配慮が必要なこととして,善行の原則で創出された善が,害としての可
能性が強くなることである.善行の原則を考えると同時に害を一方で回避するとい う“無
害の原則"を同時に考えなければならない (和泉,2007).すなわち,善行の原則は,看
護職員を含む多職種が認知症高齢者や家族にとつて善とした行為でも,受け手の価値観
やその時の感情や状態によつては, ときに害として作用する性質があることを充分に周
知しておく必要がある。したがつて,終末期においては認知症高齢者と家族にとつての
善の見方・考え方を把握 し,かつ倫理原則を照らし合わせながら “意識的"にケア内容
や方法を個別に提供 していく必要がある.
4)長野県内特養における事前意思を支えるためのケアの特徴
長野県内特養は,事前意思聴取を行 う職種として看護職員が行 う害1合が県外特養より
も有意に高かつた.認知症高齢者の終末期における事前意思を支えるケア内容と方法に
おいても「①死期が近くなつた場合の看取 り方に関する選択肢を提供する」
「③高齢者に
とって何が最善かという視点を家族に助言する」という項目の実施割合が県外特養より
も有意に高かつた .
これらより,長野県内特養での事前意思を支えるためのケアの特徴は,生活のみなら
ず医療の専門的な知識を持ち備えている看護職員が,看取り方の選択肢の提供を行 うこ
とで,死期が近くなつた場合の判断を可能とし,それに基づいた情報提供を可能とする
特徴がある。このほかに,看護職員は「高齢者にとつて何が最善かという視点を家族に助
言する」ことにおいて,家族の意思決定をサポー トしているのではなく,あくまでも認
知症高齢者にかわつて家族が意思決定できるように働きかけている特徴が浮き彫 りにな
った。
Ⅶ。まとめ
本研究では,長野県内特養の認知症高齢者の終末期における事前意思を支える取り組みとし
て,以下のような特徴が考えられた.
長野県内特養は,県外特養と比べて,事前意思の聴取を「③看護職員」が行つている割合が
高く,事前意思聴取内容では,「④経口禄取か経管栄養か」「⑤ケアヘの希望や意見」の聴取を
行つている割合が高かつた.認知症高齢者の事前意思決定を支えるケア内容と方法においては,
「③高齢者がしつかりとしているうちに意思確認を行う」「①死期が近くなつた場合の看取 り方
に関する選択肢を提供する」「①高齢者にとつて何が最善かという視点を家族に助言する」害1合
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が高かつた。
以上の結果は,長野県内特養利用者の平均要介護度,施設内死亡平均等が高いことが大きく
影響 していることが考えられる。すなわち,後々の日本の高齢化の進行に伴い凝集 された姿が ,
既に長野県の現状を投影 しているといえよう。この現状に対応すべく,特に前述で示 した「事
前意思を聴取する職種」「事前意思聴取内容」「認知症高齢者の事前意思決定を支える内容 と方
法」において長野県内特養で実施されている内容が先駆的な実践であるとともに長野県内特養
の特徴であるといえる。
今後の課題として,長野県内特養での認知症高齢者の終末期における事前意思を支える取 り
組みの具体的な実践例を調査し,より認知症高齢者の終末期に特化 した知見を構築していく必
要があると考える.
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Details and刊[ethods ofAdvance Directlve Care for Dying Elderly
Residents With Dementia at Nursing Home:Features of Nursing
Homes in Nagano Prefecture
Chikako SONE, Mayumi CHIBA, Emi HOSODA,
Yuka MATSUZAWA, Ⅳ[idori WATANABE
Abstract
The ottcctiVe Of this study is to clarify the characteistics of an end―of―lifc(EOL)care
program carried out at nursing homes in Nagano prefecture, which supports advancc
dircctives for dying elderly residents 、vith dement a, by comparing the freqllencies of
introducing the EOL program bet、veen faciliti s in Nagano and those of other prefectures.
The survey、vas conductcd through qucstionnaires scnt to 5,249 nursing romes in Japan
from Auguきt to september of 2008,and l,137(21.50/0)reSponses were obtained.Analysis
of thc responses from Nagano prefectural facilities showed that both the rates of arranging
advance directive carc for elderly residents with dementia,upon initial ad■五ttance to thc
home,and those of the nursing staff's conducting advance dircctive care were signiflcantly
higher than in other prefectures. Regarding thc details and methods of advance directivc
care for the residents with dcmentia, facilities in Nagano prefecture reported carrying out
three items at signittcantly higher r`′A es:(a)flndS Out elderly residents'will while they can
communicate with others;(b)prO宙des options concerning thcir preferences at thcir
detthbed;and(c)g抒es their ttmily ad宙ce in terms of thc best choice as a family.
Regarding the characteristics at nursing homes in Nagano prefecture, because the E()L
proぅ。ranl is provided by nursing staff who have exclusive knowledge of inedical care as
well as details of the residcnts' daily livcs, suCh knowlcdgc enables providing options
concerning residents'preferences prior to deathぅparticularly when the nursing staff deem
the resident to be near his/her end.
Keywords: Nagatto prefecture, nursing homc, elderly residents with dcmentia, advancc
directivc
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高齢者ケア看護研究会 研修会
長野県看護大学
老年看護学分野  渡辺みどり
2012年9月29日
高齢者施設における認知症高齢者の
終末期ケア方法
「介護老人福祉施設における認知症高齢者と
家族への終末期看護介入プログラムの開発」
平成20年度～23年度 の調査結果から
研究代表者:渡辺みどり
研究メンバー:千葉真弓,細田江美,松澤有夏 ,
曽根千賀子 他長野県看護大学教員
研究助成:H20～23年度 長野県看護大学特別研究補助金
H21～23年度科学研究費補助金基盤研究(C)
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高齢者ケア看護研究会研修塗
(2012年9月29日:
Ⅲ急速な高齢化により認知症高齢者数も増加している
琳介護老人福祉施設の認知症高齢者の割合も増大⇒9割以上
(厚生労働省,2004)
■2007年月「終末期医療の決定プロセスにおけるガイドライン」が厚生労・
働省により提案された                   |
尋高齢者の事前意思が終末期医療に反映されたものは3～50/oに過ぎなし
(井日,2006)
・鞠 理 詫撃斎遭需こ螂 鰈   イド
研究背景
;予
介護老人福祉施設(特養)の終末期ケアの向上を目
指して、認知症高齢者の終末期ケアに必要な看護の
構成要素を抽出し、終末期看護介入方法を明らかに
する                   r・
平成20年度～23年度
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平成20年度実施全国調査
WAMネット上で施設名と住所が確認できた全国の特
養5249施言隻           ~
亮詫警是怪藝暫取
研究の趣旨と倫理的配慮を説明
2008年月20日～9月20日垂Б送により酉己布
ユ
1137施設から回答が得られた.
約7割の施設が入所者の施設内で死の看取りをする方向で
整備している又は整備中
死亡者のうち420/。が施設内、病院は570/c、自宅もわずかながらあり
方法
1)対象と方法
WAMネット上で施設筈と住所が確認できた全国の特養5249
施設の看護師長に対し,2008年8月20日～9月20日に研究の趣
旨と倫理的配慮を説明した書面と質間紙を郵送により配布した。
2)調査内容                    .
施設の概要,施設の職員配置,過去一年間の施設内死亡者数, ｀｀
病院での死亡者数,自宅での死亡者数,終末期および看取り方に
関する事前意周確認の方法,死亡確認の方法,看護師の勤務体制,
施設の終末期ケアの取り組みの実態について回答を求めた。
施設ケアの取り組みにつしヽて|よ,三木 (2009)の調査結果に
基づきケアの内容と方法に関する20項目を設定し,それらに関し
て実施の有無の記入を依頼した。
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3)分析方法
各項目ごとに記述統計量を算出し,出現頻度と害」合
を比較検討した。
4)倫理的配慮 f
研究協力者や所属施設の匿筈性の厳會,研究協力の
自由,研究協力の有無によつて不利益はないことを説
日月した。
研究結果lよ個人や施設が特定されない処理を行つた.
長野県大学倫理審査委員会の承認を得て実施した (平
成21年度♯13)
??
、「
?
?
'警
全国の特養への郵送調査結果
1137施設から回笞が得られた   
｀
回収率21.5%,回笞率99。4%
施設規模  最小20(床) 最大380(床)
社会福祉法人93.2%,市町村3.3%,医療法人O.3%
ショートステイ95.5%,デイサービス80.1%,
訪間看護4.3%,訪間介護事業所35.4%
入所者の
平均要介護度  最小175   最高472
併設施設
最高14.0人
平均71.6床
経営母体
千｀手報野声
表1. 調査施設の概要
看護師配置数
/100床当たり 最小3.0人
平均 3.85人
全国 3.8 人
(H18厚万省)
平均 7.08人
全国 5.08人
(H18厚労省)
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表2.調査施設の看取りに関する現状 N=1136
過去一年間の入所者の看取り場所
(過去一年F日の死亡場所別人
過去一年間の死亡者数)×100
特養 40.3%
病院 56.8%
看取り加算の取得 取得している 602施設
(52.9%)
事前意思の聴取
全てのケースに聴取 408施設
(35.9%)
ケースバイケース  492施設
で聴取 (43.3%)
10.死期が近くなった場合の者取りに関する具体8包な情報を
提供する
9.高齢者の病状や様子を理解してもらうために家族に来所
を促す
8高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する
7意思確認しやすいよう信頼関係を充分に築く
6-見還慮しがらな高齢者でも踏み込んでしつ
くりと間いて意思を確認する
5 を行う
4時期を変えて複数回意思確認を行う
3.高齢者の意思がしつかりとしているうちに意思確認
を行う
2書面を渚用して意周を確認する
.ヽ高齢者ア〕｀ら意思確認できる場合に高齢者から、
出来ない場合は家族から確認する
728
721
867
529
117
307
469
158
605
810
641
63.5
763
46.6
103
27.0
41.3
13.9
533
713
表3.認矢B症高齢者あるいはその代理人による事前意思決定を支える上で
取り組んでいるケア内容と方法             N=1136
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表3.認知症高齢者あるいはその代理人による事前意思決定を支える上で
取り組んでいるケア内容と方法             N=1136
13高齢者に決定能ブ]がない場合には、家族に役割決定
を意識づける
¶2決定に際しては即笞を求めす｀時間的ゆとりを提供する
11.死期が近くなつた場合の看取り方に関する選択肢
供する
を提
18高齢者の意向を尊重するように家族に依頼する
17.高齢者にとつて十]が最善かという視点を家族に助言する
16.高齢者や家族の気持ちの変化に応じて、その時ノマの
気持ちを受け止める
15.意思決定に際して気持ちは変化しうるものであることを
伝える
14.家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて
決めるように促す
20.高齢者と家族が疎遠な場合には関係の調整を行う
19.把握していた高齢者の意思を実行するように家族に依
頼する
700
675
748
567
743
682
807
482
68
374
60.0
710
61.6
594
65.3
6.0
329
499
654
42.4
者察
る項目は,10ん20%にとどまつてしヽた。
利用者の認知症の重度化も報告されており、入所時点におい
症高齢者の意周が充分把握できない,意思の把握に苦慮してい
の現実がうブ〕｀がえる。
終末期の日ノマの日常生活援助が認矢8症高齢者にとつて心地
として受け入れられているか否え)｀という視点をもって、意思
てしヽく財要がある。
した意思を手がかりとするな
るなど .
よい
らも聴取する、言語的コミュ
て::3矢日,,
入所前の生活歴や価値観などを家族ア〕｀
ニケーションが可能な時期に親族に表王見
どが考えられる
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施設内での看取り経験が多い施設と少ない施設で
ケア方法コ内容に違いはあるか?
1137施設の施設内での看取り割合の平均は40,80/oであつた
?
】
ケア内容と方
の割合を統計的に分析
施設内での看取り経験が400/o以上群(n=491)が400/o未
満群(n=477)よりも有意に実施していたケア内容
1 意思確認できる場合に高齢者から、出来ない場合は家族から推認する
2書面を活用して意思を確認する
3高齢者がしつかりとしているうちに意思確認を行う
4時期を変えて複数回意思確認を行う
5複数の職種で意思確認を行う                (
6-見遠慮しがちな高齢者でも踏み込んでじっくりと聞いて意思を確認す
7意思確認しやすいよう信頼関係を充分に築く
8高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する
。9高齢者の病状や様子を理解してもらうために家族に来所を促す
10死期が近くなつた場合の看取りに関する具体的な情報を提供する
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施設内での看取り経験が400/。以上群(n=491)が400/。未
満群(n=477)よりも有意に実施していたケア内容
11 死期が近くなつた場合の看取り方に関する選択肢を提供する
12 決定に際しては即答を求めず時間的ゆとりを提供する
13 高齢者に決定能力がない場合には、家族に役割決定を意識づける
|イ
14 家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるよう「キ促す
15 意思決定に際して気持ちは変化しうるものであることを伝える
16 高齢者や家族の気持ちの変化に応じて、その時々の気持ちを受け止
17 高齢者にとって何が最善かという視点を家族に助言する
18 高齢者の意向を尊重するように家族に依頼する
20 高齢者と家族が疎遠な場合には関係の調整を行う
長野県内の特養の終末期ケアの特徴
長野県内特養(45施
設) 長野県外特養(可097施設) 統計解析結果
N(人)平均 標準 N(人) 平均 標準偏 Mann Whにney U検定結果偏差 差
平成19年度死亡場所別人数
特養内死亡者数 沼岳)
病院死亡者数 ド&)
自宅死亡者数  42(1)
904  5431090
(5549)
5.43   574有弓藉雪乳3市'露洋|
377  3421060
(7338)
692   554有意差あり
U三14695, p(0
002  015    494(30)  003    949有意差なし
長野県内の特養は、他の全国地域に比べて施設内で
看取つた割合が有意に高い 1
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全国の他の地域に比べて長野県内の特養の終末期ケアは違うのか?
45   39 (14)
1023  39  04
県外特蚕
n   耳二均 (SD)
1086   50  (31)
1064   38  03
看護師配置数/100床
平均要介護度
看取り介護加算取得   ;
①看取り介護加算を取つている
②看取り介護加算を取つていない
医師体制
雇用体制
①常勤
②非常勤
死亡診断時の医師体制
①夜間でも医師が死亡に立会い確認
する
②医師が出勤した時間に死亡を確認
長野県内特養
施設数 ((〉も )
23 (5230/o)
21(4770/o)
1(250/o)
39(9759/o)
33(7170/o)
13(2830/o)
県外特養
施設数 (%)
579(5530/o)
468(447。んl
67(690/o)
927(9600/c)
693(6350/o)
398(3650/o)
W
する
看護師の配置数、要介護度、看取り加算の取得状況、医師体制⇒統計的有
全国と大きな違いはない !
全国の他の地域に比べ長野県内の特養の終末期ケア体制は違うの
か ?
夜間の看護体制の確保の仕方
①看護師(准看護師も含む)による夜勤を組ん
でいる
②看護師の人数が許す範囲で夜勤もしている
。③重症者がいる場合や臨終が予測される場合
に    あ看護師が夜勤をしている
長野県内特養御5施詢 長
野県外
檀蘇
●091施
はい    いいえ     はい    いいえ
o  ( 00) 46  (1000)  50 ( 46) 1041 (954)
3  ( 65) 43  ( 935)  24  ( 22) 1067 (978)
 ヽ ( 22) 45  ( 978)  30  ( 27) 1061,,(973)
④併設している病院の看護師が対応している  2
⑤必要に応じて呼び出し体制をとつている   43
⑥夜間は電話で対応して介護職員に指示をして 24
いる
⑦夜間は介護職員の判断と対応に任せている
( 43) 44  ( 957)  27  ( 25)5)
(935)  3  (  65) 936 (858) 155
(522) 22  ( 478) 769 (705)
2  ( 43) 44  ( 957)  97 (  89) 994
⑤夜間は電話で対応して介護職員に指示をしているの施設の「はい」の割合
意(統計的に有意差あり)に高い.
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①医師
②看護師長
③看護職員
④生活相談員
⑤介護職員     f
⑥ケアマネー ジャー
②施設長
内容
①死を看取る場所
②苦痛緩和のための治療
③延命医療の希望
④経口摂取か経管栄養か
⑤ケアヘの希望や意見
⑥どの時期に家族が付き添うか
②どのような時期にどのような内容
調査項目
?
値
県外特養(n=lo91)χ2検定結果
χ2有意確
思聴取する職種
行つている
施設
(0/6)
(n三46)
県内特養
16
19
28
29
14
17
3
行つている
施設数 (%)
1 0ns
00ns19  (413)    422
37   (804)
23   (500)
37   (804)
35  (76.1)
36  (78,3)
17   (370)
(348)
(41 3)
(609)
(630)
(304)
(370)
(65)
34   (739)
7   (152)
34   (739)
27   (587)
400
364
493
691
151
377
137
585
124
690
475
(700)
(464)
(697)
(51 3)
(58.3)
(289)
(387)
(367)
(334)
(452)
(633)
(138)
(346)
(126)
(536)
(114)
(632)
(435)
1 8ns
01ns
20ns
9.9p=.00
6.5p=.00
00ns
09ns
44p=00
00ns
85n=s
00ns
10ns
6.5p=.03
03ns
1 7ns
35ns
①入所時
②元気な時
③病状悪化時
④死期が近いとき
長野県内の特養は全国他の県の特養に比べて認知症高
齢者の終末期ケアについて次のようなことを多く実施して
いる     .
①入所時から認知症高齢者の終末期ケアに対する事前意思を聴取し
ている割合が高い.
② 事前意思聴取をする職種として看護職の割合が有意に高い.
③事前意思を聴取する内容として、食べれなくなつた時I は「経口摂取 ャヽ
のみでよいか、経管栄養 I するか」を聴取している割合が有意に呂
い .
④ 終末期になつた場合のケアヘの希望や意見を有意に高い割合で聞
いている。
長野県の特養は、看護職が中心となつて、認知症高齢
者の終末期ケアの事前意思を入所時点から細かく把
握しようとしている
まとめ
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全国の他の地域に比べ長野県内の特養では認知症高齢者の
事前意思を尊重した終末期ケアの実際は違うのか?
家族から確認する
書面を活用して意思を確認する
高齢者の意思がしつかりとしているうちに意思確認を行う
時期を変えて複数回意思確認を行う
複数の職種で意思確認を行う
一見遠慮しがちな高齢者でも踏み込んでじつくりと聞いて意思を確
認する
意思確認しやすいよう信東_百関係を充分に築く
高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する
高齢者の病状や様子を理解してもらうために家族に来所を促す
死期が近くなつた場合の看取りに関する具体的な情報を提供する
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
認知症高齢者の事前意思を支えるケア内容と方法
?有意確
高齢者から意思確認できる場合には高齢者から, できない場合は
509(467)
長野県内 県外
(n三46) (nΞ1091)
20(43 )
37(804)
34(739〉
32(696)
5(109) 112(1
23(500)
11(239)
18(391)
18(391)
33(717)777(3519)
147(135)
451(413)
289(265)
582(53
行つてい
る
施設数
(%)
行つてい
る
施設数
(%)
⑫ 決定に際しては,即答を求めず時間的ゆとりを提供する
① 高齢者に決定能力がなとヽ場合には,家族に決定役割を意識づける
⑭ て掩写F思
決定を求める場合には家族間で話し合つて決めるよう
⑮ 意思決定に際して気持ちは変化しうるものであることを伝える
① 豆曽姦
や家族の気持ちの変化に応じて,その時々の気持ちを受け
⑦ 高齢者にとつて何が最善であるかという視点を家族に助言する_
① 高齢者の意向を尊重するように家族に依頼する
① 高齢者の意思をそのまま実行するように家族に提案する
認知症高齢者の事前意思を支えるケア内容と方法
461(
536(49
① 死期が近くなつた場合の看取り方に関する選択肢を提供する
たの
全
事
国の
前意
他
思
の
を
地域
尊重し
上ヒ
終
べ長野
末期
県内
ケア
の
の
特養
実際
で
は
よ
違 つ
認知
の
症
,〕ヽ
同
?
歯令者
668(612)
⑪ 高齢者と家族が疎遠な場合には関係の調整を行う
649(595)
772(70
内
(n三46)
行つてい
る
施設数
37(804)
27(587)
32(696)
35(761)
33(717)
34(739)
31(674)
16(348)
3(65)
21(457)
県外
(n=1091)
行つている
施設数0)
有意
確率
燃:詐｀ギ
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まとめ
長野県の特養は、看護職が中心となって、高齢者
がしつかりしているうちに意思を把握し、死期が近
くなつた場合の選択肢を提供し、高齢者にとつて
の最善を家族に助言している割合が高い.
症
高齢者を尊重し
終末期ケアを
頑張つてい
全国の他の地域に比べ、長野県内の特養では認知症高
齢者の事前意思を尊重した終末期ケアの実際は以下の
ようなことが多く実施されていた.
① 高齢者の意思がしつかりとしているうちに意思確認を行う
② 死期が近くなつた場合の看取り方に関ずる選択肢を提供
する。
③ 高齢者にとうて何が最善であるかという視点を家族に助
する
インタビュー調査により、
終末期ケアに必要な看護の構成要素を抽出する。
長野県内の施設数施設
長野県外の全国から20施設を目標に聞き取り調査を行う
平成21年度
聞き取り調査により239施設より聞き取り調査の同意が
得られた。
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平成21年度
聞き取り調査の目的
施設内で、認知症高齢者のよい死の看取りができた事例
から、その看護の構成要素を明らかにする
1.認知症高齢者がどのようであつたとき、又はどんなことが達成
された時、看護師(看護管理者)はよいケアができたと捉え
るか     :
2.家族がどのようであつたとき、又はどんなことが達成され
看護師(看護管理者)はよいケアができたと捉えているか
調査方法
碁 対象
響簡崖甑墨澱腎蔦ヲ覗琶鵬 弓褒説明し、同意の得られた25施設の看護管理)った)
秦 調査内容
1)施設の概要(入所者のADL,入所者の認知症の程度,過去一
年間の死亡退所者と死亡場所)
2)職員の職種別配置数,夜間休日の医師・看護師体制!後方支援病嘩との
3)看護管理者の属性と認知症高齢者のケア経験.死の看取り経験
4)施設内での看取り指針の作成状況と作成過程およびその内容
連携の仕方
(誰が中心に、どんな内容で作成しているか、可能であれば指針を入手)
5)認知症高齢者の終末期ケアでよいケアができた事例の概要とケアの実際
(施設によつてはケア記録などの提供もあつた)
拳 面接
垢懸習竪瀧罫暴箋岳誅経 見窓!長夢葉5琴ぢだ1た
事例の概要は自発的な協力によリケア記録が入手できた
看護管理者,施設長、
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地域の中で共有のサマリー を
作成。医療機関との連携の仕
方を病院と一緒に手順を打ち合
わせている
最後まて徹底して高齢者と
家族をフォロー UP。
必要に応して、病院探しから葬儀まで面
その人の人生を徹底して知る取り組み。アル
バムを手がかり1こ、教え子に手紙を代筆し認
知症高齢者の人生をたどる。施設で行つた葬
儀には教え子が大勢参列。
住民の願いを基盤に10
年で一億円の寄付を集
め設立。「自分たちが入
りたい特養を創ろう」が
合言葉。フロンテイア精
神で施設の設立、運営。
小学校の隣に設立、日常的に子供と
一緒。看取りは家長としての長男が親
明できる、納得してもらえるケ
超高齢過疎化が進み、高齢
者同士の親成で支えあつて
いる。施設入所者に頻繁に
地域の元気高齢者が頻繁に
面会。沖縄の民謡を踊つて、
認知症高齢者も和やかに !
面接調査施設マップ
0守
Φ
。。/ノ
全国25施設
trチ
ノ
かりぷ あつぺつ
絆
みやまの里
和久楽
ロー マンうえだ
ともしび
いてゆの里
ケアポートみまき
真寿固
博愛の国
豊岡荘
りんごの郷
美ノ輸在
ロイヤルサニー
関町特養
北上の郷
せんねん村
祖父江グリー ン
サンビレッジ
京都市久世特養
花友しらかわ
唐国国
とよはま荘
やすらぎの郷
八重山厚生国
長野県
東京都
北海道
福島県
新潟県
大阪府
香川県
福岡県
沖縄県
岐阜県
京都府
静岡県
受知県
県
長 野
40歳代
40歳:代「
40歳代
30歳代
40歳代
isO歳1代|
●50歳代
50歳代 :
年齢
23
看護師経
験(年)
26
23
7
認知症ケア
経験(年)
14
2
2
.18
44
13
死亡退所者
(人′過去1年間)
10,
8
調査施設一覧と調査対象者の概要
長野県内の対象者の概要
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f.野県 タ
福島
北海道
大阪
京都
岐阜
愛知
新潟
静岡
東京
沖縄
福岡
香川
D対象写
50歳代
40歳代
年齢
50歳代
50歳代
50歳代
50歳代
40歳代
50歳代 |
もo歳代 !
sO歳代
60歳代
60歳代
50歳代
50歳代
60歳代
50歳代
子の概 |
S
20
看護師経
(年)
38
25
35
20
38
30
35
11
11
5
1.5
認知症ケア経験
(年)
4
6
10
9
11
6
4
16
10
1
|
8
13
19
8
死亡退所者
(人′過去1年間)
3
18
5
27
10
26
0
H22年度の課題 :
長野県内外の良い看取りができた事例から看護の構成
要素をより具体的に抽出し、終末期ケアの質向上のため
示唆を得る
攀認知症高齢者の終末期ケアにおいて、看護管理者
達は中■?               _
1.認知症高齢者の事前意思をどのように1巴握し
ているか?
2.把握した意思をどのようにケアに取り入れている
か ?
3.看取りを終えたのち
返りをしているか?
どのような視点でケアの振
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(2012年9月29日
方法
1.データ収集方法
1)対象
研究の主旨を説明し、調査協力に同意の得られた中部地方
14施設の看護管理者
2)面接方法                   すr
半構成的面接調査 90～120分
3)調査内容
認知症高齢者の終末期において事前意思を尊重したケア
できた事例の具体的経過とそのケア内容
2.データの分析
1)得られたデータは逐語録にして整理した。
2)高齢者の事前意思の把握、把握した事前意思の活用、その振
り返りを表す―意味を一単位としてコー ド化し、異質性、類似性
によつて分類H統合し、カテゴリー ・ サブカテゴリー 化した。
.,r |｀
3.倫理的配慮
研究参加の自由、匿名性の堅持、研究不参加による不利益
がないことを十分に説明し、調査協力を得たと
本研究は本学倫理委員会の承認を得て実施した。
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軍 ね
N
M
L
K
」
H
G
F
E
D
C
B
A
対象名
40
50
50
45 Fl―卜6R
50
40
50
60
40
40
40
50
40
50
50
年代
,5R―卜R∩
36
20
33
25
26
25
28
5
才
2
30
34
30
23
看護師
経験年数
119+R0
30
9
11
5
8
17
22
5
9
0
23
3
7
7.5
当該施設
経験年数
2
0
7
8
4
死亡
退所者数
lRR+71
25
27
0
8
才
0
8
9
2
1負氏+6∩
8
27
13
6
才
20
16
才
20
4
8
22
18
28
死亡退所者
数/100床
4
4.2
4.1
平均
介護度
4+∩R
4
4
3.7
3.6
/
3.8
4
3.8
3.72
4.26
4.5
結果 ;
【好み。なじみの尊重】
?
?
【体調の持ち直し】
【日々のケアに対する高
齢者の表情や言動】
【家族の満足感とケア提
供者への感謝】
結果 ケアの実際 事前意思を尊重したケアを振り返る手がかり
ケアを計画する上で
必要な情報の収集 【なしんだ人や事柄を尊重し、その継続を支える】
脚 甲 【事前意思を直接確認しつつケアする】
生活スタ
る】FI
【どのような内容であつても
捉えた事前意患を尊重す
る】  |:
【高齢者の事前意思と状態
を家撲に発信する】
【記録に残されている事前意
思を尊重する】
【 】カテゴ
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=(2012年9月29日
ルを把握
【高齢者の
生活スタイ
する】
童謡が上手でよく
歌つていた
童謡が上手でよく
歌つていた高齢者に、
24時間ずつと童謡を
CDでかけた
る
捉えた事前意思を尊重す
どのような内容セあつても
【なしんだ人や事柄を尊重し、
その継続を支える】
【事前意思を直接確認しつ
つケアする】
高齢者の意識が遠の
く中でも、ふと童謡を
歌つていたことがあり、
死を少し伸ばしてあげ
られた
?
? 観
【体調の持ち直し】生
‖【日々のケアに対する高齢者の表情や言動】
稚轟ェ
【家族の満足感とケア提供
者への感謝】
ケアの実際
事前意思を尊重した
ケアを振り返る手がかり
【 】カテ卦轡
【好み・なしみの尊重】
|
身内だけではなく、
本人とつながりのあ
る国立教会という情
報を行政から得、そ
ことの関係を切らな
いようにした
高齢者の最期には後輩
や同僚、牧師が来てくれ
て本人にとつて一番良い
かたちで送ることができ
た
終末期と言われてからの
3ヶ月間、本人は大変穏や
かに過ごされた
?
?
スタッフが賛美歌の
カセットやCDを購
入し、在室時には
それを流すようにし
ていた
結果
事 例 Cの場 合
ケアを計画する上で
必要な情報の収集
季節はずれの鯉こく
を食べたいといつた
ケースでは、どこで
買えるか栄養士、相
談員、介護士など全
職員を総動員して情
報を持ち寄つて手に
入れた
日
の表情や言動】
る高
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高齢者ケア看護研究会研修会
(2012年9月29日)
行ラ々 ゆに幣
日々のケアを通して高齢者の穏やかな表情を
ケアを振
え
り返ることは、ケア提供者の看取り終
充足し、
まとめ
高齢者の人柄日好み、生活スタイルを把握することは事前意
思の活用、ひいては実施したケアを振り返る手がかりにつながる。
この過程において、家族の主体的参加を促し、日常生活を継続
できるよう日々のケアを積み重ねることが事前意思を尊重した佐
アを実現させる。
実施したケアを振り返ることは、終末期ケアの質の向上だけ
なく、ケア提供者のモチベーシヨンの維持にも貢献する。
ケアを振り返る4つの手がかり【家族の満足感とケア提供者
の感謝】,【日々のケアに対する高齢者の表情や言動】,【体
の持ち直し】,【好み日なじみの尊重】を意識し、ケアにあ
ことが重要である。
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7.ぅ
記入 にあたつてのお願 い
本調査は、施設の看護管理に関わつている方に回答をお願いするものです。看護管
理に関わつている方にご記入をお願い致します。
回答項目 に数字を、該当するものにレ点を記入してください。
例1) 団社会福祉法人 □医療法人 □市町村
例2)  入所定員 100 人
資料 3
認知症高齢者の終末期ケアに関する調査
問1.所属施設についてお尋ねします。
1.入居者数 人
2.経営母体について該当する国1つにレ点を記入してください。
□社会福祉法人 ,f□医療法人,□市区町村, □広域連合 ,
□その他(       )
3.併設している施設又は施設機能について該当する□にレ′点を記入してください。
ロショー トステイ, ロデイサービス, 国訪問看護, □訪問介護 ,
□その他(       )
4.あなたの所属施設は設立後どのくらいの年月が経過していますか。
設立後    年
問2.所属施設の入所者の介護度別人数は何人ですか(現時点)。
介護度:I I[ , Ⅲ
問3.職種別のスタッフの配置人数はそれぞれ何人ですか(非常動職員を記入する場合は、その
就労時間を正規職員就労時間を1として、換算して数字でご記入ください一例0.8人)。
看護師|   十人,准看護師|    十人,介護福祉
介護福祉士以外の介護職員|    1人,生活相談員|   1人,
栄養 ,その他
間4.前年度一年間で入所者が入院加療を受けた人数は何人ですか。
入院治療者数
間5.前年度一年間で入所されていた方の死亡場所別人数について把握している数をお答えください。
施設内死亡 , 病院で死
その他 |   1人
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問6.医師の勤務体制別人数はそれぞれ何人ですか
常勤 ,  )卜 ¶    1回/週, 1回|   1時間 )
問7.死亡診断時の医師の体制はどのようにしていますか。該当するもの1つにレ点を記入してくださし
□夜間でも医師が死亡に立会い確認する
□医師が出勤した時間に死亡を確認する
□その他(内容をご記入ください:                       )
問8.夜間の看護体制はどのようにしていますか。該当するもの1つにレ点を記入してください。
□看護師による夜勤体制を組んでいる
□看護師の人数が許す範囲で夜勤もしている
□重症者がいる場合や臨終が予測される場合に夜勤をしている
□併設している病院の看護師が対応している
□必要に応じて呼び出し体制をとつている
□夜間は電話で対応して介護職員に指示をしている
□夜間は介護職員の判断と対応に任せている
□その他(内容をご記入ください:                       )
問9.終末期ケアの取り組みはしていますか。該当するもの1つにレ点を記入してください。
□している □していない □準備中 □その他(具体的には:          )
問 10。 終末期ケアに対する施設の考え方で該当するもの1つにレ点を記入してください。
□終末期はできるだけ病院への入院を勧める
□本人・家族から終末期ケアの希望があれば施設で受け入れる
□終末期はできるだけ自宅に帰るよう働きかける
国ケースバイケースで個別対応をする
□その他 (具体的には : )
問11.看取り加算の取得について該当するもの1つにレ点を記入してください。
□加算を取つている, □取つていない, □準備中, □その他 (
問12.看取り介護に関する施設内の指針(業務マニュアル等)1こついて該当するもの1つにレ点を
記入してください。
□独自の院内指針がある, □独自の指針を作成中である
□厚生労働省の通知を目安にしている ,□指針なし ,
□その他:(具体的に            )
問13.貴施設での事前意思の聴取についてお聞きします。 事前意思聴取について該当するもの 1
つにレ点を記入してください。
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※ここでいう事前意思と|ま|
判断能力のある利用者が、将来自らが判断能力を失った際に備えて、終末期に行われる医
療行為及び施設におけるサービスの内容に対する意思表示を示します。また、自らが意思表
示不可能な場合は、代理人である家族の意思表示を含めます。
□事前意思を全ての入所者に聴取している
ロケースノミィヶ―スで聴取している
国特に聴取していない
問 14.問13で聴取していると答えた方(全て、ケースバイケースともに)にお尋ねします。
1)聴取はどんな時期に行つていますか。該当するものにいくつでもレ点を記入してください。
□入所時, □元気な時, □病状悪化時, □死期が近いとき,
□その他 (具体的に          )
2)聴取する職員は誰ですか。該当するものにいくつでもレ点を記入してください。
□医師, □看護師長, □看護スタッフ, □生活相談員, □栄養士,
□介護職員, ロケアマネージャー , □施設長, □その他(      )
3)事前意思決定する際の聴取内容は以下のどのようなものですか。該当するものいくつでもレ
点を記入してください。
□死を看取る場所  □苦痛緩和のための治療  □延命医療の希望
□経日摂取のみで経管栄養か   ロケアヘの希望や意見
□どのような時期に家族が付き添いたいか
□どのような時期にどのような内容について施設から家族に連絡を欲しいか
□その他(          )
4)聴取内容は記録に残していますか。該当するものいくつでもレ点を記入してください。
□残している □口頭のみで残していない □その他(         )
5)聴取内容をスタンフ間で共有し、ケアに生かすためにどのようなことを行つていますか。
該当するものいくつでもレ点を記入してください。
国記録として残してケアプランに反映している
□・日々の申し送りでスタンフに伝達している
ロカンファレンスやケア会議で報告している
□得に情報の共有化はしていない
問15.事前意思決定内容どおりの死の看取りが困難な理由はとのようなことですか。該当
するものいくつでもレ点を記入してください。
□医師がすぐにかけつけられない
□医療機器が整つていない
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□看護師の夜勤体制が整っていない
口看護師の配置数が少ない
□介護職員が少ない
□職員の心理的負担感が大きい
□症状が急に悪くなったときの対応の保障がない
□症状が急に悪くなつたときに,すぐ病院に入院できる保障がない
□臨終にふさわしい居室環境が整つていない
口その他 (
問 16 .認知症高齢者とその代理人による事前意思決定を支える上で、重要と考えられる次
のうちのどのようなことですか。該当するものいくつでもレ点を記入してください。
□高齢者から意思確認できる場合に高齢者から、出来ない場合は家族から確認する
□書面を活用して意思を確認する
□高齢者がしつかりとしているうちに意思確認をおこなう
□時期を変えて複数回意思確認を行う
□複数の職種で意思確認を行う
□一見遠慮しがちな高齢者でも踏み込んでじつくりと聞いて意思を確認する
□意思確認しやすいよう家族との信頼関係を充分に築く
□高齢者の健康状態を家族に具体的に報告する
□高齢者の病状や様子を理解してもらうために家族に来所を促す
□死期が近くなった場合の看取りに関する具体的な情報を提供する
□死期が近くなった場合の看取り方に関する選択肢を提供する
□決定に際しては即答を求めず時間的ゆとりを提供する
□高齢者に決定能力がない場合には、家族に決定役割を意識づける
国家族に意思決定を求める場合には家族間で話し合って決めるように促す
□意思決定に際して気持ちは変化しうるものであることを伝える
□高齢者や家族の気持ちの変化に応じて、その時々の気持ちを受け止める
□高齢者にとつて何が最善かと言う視,点を家族に助言する
□高齢者の意向を尊重するように家族に依頼する
□高齢者の意思をそのまま実行するように提案する
□高齢者と疎遠な家族の関係の調整を行う
以上で質Fロは終わりです。ご協力ありがとうございました。
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インタビユー調査へのご協力のお願い
終末期ケアにおけるケア提供者の立場から、事前意思決定を支えるにあたりどのような配慮やど
のようなケアをされているか。またそのケアを行つている理由や具体的な判断などを、具体的なケア
事例に基づいてお話しをうかがいたいと思います。つきましては、アンケート調査の問16で10項目
以上の印がついた方で、インタビュー 調査にご協力いただける方を募っております。インタビュー
は、御協力いただける方のご都合の良い日時・場所で実施致します。調査の主旨をご理解頂き、
是非ともご協力をお願い申し上げます。
尚、インタビユ~に際しては以下のことをお約束いたします。
インタビュー でお話された内容は、他の人に情報がもれることはございません。データの処理に
当たつては個人や施設が特定されないようにいたします。インタビュー 中にお話になりたくない内
容はお話いただく必要はありません。データは研究者以外の目に触れることがないように厳重に管
理いたします。研究終了後は速やかにデータ、記録物などは粉砕して破棄いたします。
質問紙調査結果の匿名性を保つため、この用紙のみを同封の小さい方の封筒に入れ、ご返信
をお願い致します。こちらから改めてご連絡させていただきます。
ご所属
施設住所
E―ma‖
報告書の送付をご希望される方は以下にご記入をお願い致します。
ご所
ail
ご協力ありがとうございました。
T
施設住所
??
@
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面接調査用インタビューガイド
面接 にあたっての留意事項
場所 :対象者の指定する場所
時間 ,40分程度
面接者の姿勢 :批判や否定、また相手を評価するような発言はせずに話しを聞く。
面接の流れ
1.あいさつ、研究の協力へのお礼をのべる。
2.面接の内容と面接にかかる大体の時間を伝え、面接の中断やこたえたくない質問への
回答はしなくてよいことを伝える。
3.面接内容について、テープ録音の依頼と同意を得る。もし、同意が得られない場合には
メモをとることに対して許可を得る。
4.面接開始
5.面接協力へのお礼を述べて終了する。
<面接内容のポイン ト>
認知症高齢者への終末期ケアの事例についてできるだけ自由に語つてもらいつつ、以下の内容
が聴取できるように留意する。
1)認知症高齢者の意思を尊重した終末期ケアが提供できたと感じている事例の具体的内容。
2)その事例の終末期ケアのなかで、最も大切にしたこととその理由。
3)その実践の具体的内容と根拠。
4)事前意思確認の実際
5)そのための手段や配慮、工夫。
6)確認された認知症高齢者の事前意思の終末期ケア場面における活用。
7)認知症高齢者の事前意思決定を尊重した終末期ケアのために施設として取り組んでいるこ
と
8)施設の取り組みはこの事例でどのように活用されていたか
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?
?
?
対象者基本1情報
この度はインタビューに応 じてくださりありがとうございます。
おこたえいただいた方ご自身と、所属される施設についてお伺いします。
下記の質問におこたえください。
問1 あなたご自身についてお伺いいたします。
年齢。L___二勝代
看護師経験年数
認知症高齢者ケア経験年数
当該施設での経験年数|    十 年
3.認知症高齢者の終末期ケア経験
□5事例未満, □5～10事例, □10事例以上
問2.あなたの施設についてお尋ねします。
.設立より何年経過していますか。??
?
定 人 (うち短期入所|    1名)
Ⅳ
入居者教
介護度:I , Ⅱ Ⅲ V
3.経営母体について該当する□を1つ塗りつぶしてください。
□社会福祉法人 ,□医療法人,国市区町村, □広域連合 ,
□その他(       )
4,併設している施設又は施設機能について該当する□を1つ塗りつぶしてください。
ロショー トステイ, ロデイサービス, □訪問看護, □訪問介護 ,
□その他(       )
5.職員数
6.前年度一年間の死亡退所者数は何人ですか。
ケアマネ
相談員
医師 名
事務員
栄養士
看護師
その他
OT
介護福祉士
PT
その他の介護職員
死亡退所者数
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7.終末期ケアの取り組みはしていますか。該当する□を1つ塗りつぶしてください。
□している □していない □準備中 □その他(具体的には :
8.看取り加算の取得について該当する□を1つ塗りつぶしてください。
□力日算を取つている, 回取つていない, □準備中, □その他 ( )
9.看取り介護に関する院内の指針(業務マニュアル等)につぃて該当する□を1つ塗りつぶし
てください。
□独自の院内指針がある, □独自の指針を作成中である
国厚生労働省の通知を目安にしている ,□指針なし ,
□その他:(具体的に            )
10.貴施設での事前意思聴取についてお聞きします。 事前意思聴取について該当する□を
上2塗りつぶしてください。
※ここでいう事前意思とは :
判断能力のある利用者が、将来自らが判断能力を失った際に備えて、終末期に行われる医
療行為及び施設におけるサービスの内容に対する意思表示を示します。また、自らが意思表
示不可能な場合は、代理人である家族の意思表示を含めます。このような意思をケア提供者
が具体的に事前に対応して聴取することを事前意思聴取といいます。
□事前意思を全ての入所者に聴取している
ロケースバイケースで聴取している
□特に聴取していない
以上です。
ご協力ありがとうございました。
ご所属の施設名
施設住所
下
お名前
電話:  (   ) E―mail
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